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厚生労働科学研究費補助金（食品の安全確保推進研究事業） 

食品中の放射性物質等検査システムの評価手法の開発に関する研究 

令和２－４年度総合研究報告書 
 

  研究代表者 蜂須賀暁子  国立医薬品食品衛生研究所生化学部第一室長 
研究要旨 
 平成 23 年の東京電力福島第一原子力発電所事故に起因する食品中放射性物質の検査

は、原子力災害対策本部が決定したガイドラインに従って、地方自治体において検査計

画に基づいて行われている。当該ガイドラインは、モニタリング検査結果の推移や新た

な科学的知見の集積、出荷制限等の解除事例の状況等も見極めつつ、検査等を合理的か

つ効率的に実施するために随時見直しが行われている。本研究課題では、食品行政に資

するために、ガイドラインを改正するための科学的知見を得ることを主目的に、以下の

課題について検討した。 

（１）食品中放射性物質の検査体制の評価手法の検討  
福島第一原子力発電所事故の影響による食品中の放射性セシウム測定について、近

年試料を前処理せずそのまま測定する非破壊式放射能測定装置が開発され利用され

ている。このような装置による測定は、設計上想定した試料の配置や放射性物質の分

布のばらつきの範囲において測定を行うことが重要となる。本研究では、野生きのこ

及び皮付きたけのこ実試料を用いて異なる機種の非破壊式装置による測定と Ge 検出

器を用いた公定法による測定結果との比較検討を主に進めた。令和元年度～4 年度に

収集した野生きのこの総検体数は 560 であり、そのうち 10 Bq/kg 超は 419 検体、50 
Bq/kg 超は 271 検体であった。また、皮付きたけのこについては、ねまがりたけ 30
検体及び孟宗竹のたけのこ 19 検体を用いて測定値を比較した。さらにたけのこにつ

いては不可食部を含む試料の測定が可食部濃度の評価に及ぼす影響を検討した。 
その結果、野生きのこでは、Ge 検出器の測定結果と比較し、非破壊式装置による

測定結果の多くで低めに評価される傾向が見られたものの、両者間で良好な相関が得

られた。また、野生きのこの 4 種及びたけのこについて 100 Bq/kg に対するスクリー

ニング検査への適用性について回帰直線の予測区間による方法を用いて検討し、99%
予測区間の上限値が 100 Bq/kg の場合の予想される試料の放射能濃度を評価した。そ

の結果、機種及び品目によって異なるが、40～70 Bq/kg 程度のスクリーニングレベ

ルの設定が可能であることが分かった。また、たけのこについては本検討で用いた試

料では可食部濃度と不可食部を含む試料全体の平均濃度の比はほぼ１であり、不可食

部を含む試料の測定による可食部濃度の評価が可能であることが示唆された。 
以上の成果により事務連絡「非破壊検査法による食品中の放射性セシウムスクリー

ニング法について」が厚生労働省医薬・生活衛生局食品監視安全課より発出され、野

生きのこ 4 品目及び皮付きたけのこの非破壊式放射能測定装置を利用した検査が可

能となった。 

（２）食品中放射性物質濃度データ解析  
モニタリング検査結果の推移や新たな科学的知見の集積、出荷制限等の解除事例の状

況等を見極めつつ、検査等を合理的かつ効率的に実施するためにガイドラインの随時見
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直しが必要である。そこで本分担研究では、ガイドライン改定のための科学的データを

提供するため、厚生労働省ホームページで公開された食品中の放射性セシウム

（134,137Cs）濃度の検査データを解析し、得られた結果を考察した。 
 令和 2 年度は主に水産物の検査データ解析を行った。その結果、海産物、特に養殖魚

の安全性は極めて高いことが示唆された。令和 3 年度は果実類を取り上げ、2020 年～

2022 年に採取された生鮮果実類においては 134,137Cs が検出されたものは 5 種で、基準

値超過の報告はない一方で、基準値を超過した果実類の加工食品（干し柿、あんぽ柿）

は、近年においても報告されていた。生鮮果実類に関しては、引き続き検査数の削減対

象ではあるが、あんぽ柿、干し柿等の果実類の乾燥加工食品については、モニタリング

を継続していく必要性が示唆された。令和 4 年度は食品カテゴリが「その他」に報告さ

れた食品について解析した。主に加工食品が含まれるが、このカテゴリにおいても、乾

燥キノコや干し柿など、加工の過程で 134,137Cs が濃縮される食品で基準値超過の報告が

なされており、この様な食品のモニタリングを継続することは食の安全を確保していく

上で重要と考えられた。 

（３）食品中放射性物質等有害物質調査  
 食品からの内部被ばくは、事故で放出されたセシウム等の人工放射性核種よりも天

然放射性核種由来のものの方が大きく、水産物の摂取量が多い我が国においてはポロ

ニウム 210 の影響が大きいことがこれまでの研究により示唆されている。しかし、そ

の推定被ばく線量はデータ数が少なく、実態は不明であることから、ポロニウム 210
の摂取量調査をマーケットバスケット試料により行った。まず、測定方法として、放

射能測定法シリーズ記載の α 線測定法および衛生試験法注解等を参考にし、カラム分

離の有無について比較検討した。両者で良好な相関が認められ、カラム分離なしでも

測定可能なことが示唆された。次いで食品群ごとのポロニウム 210 濃度測定値から、

摂取量を算出し、被ばく線量を推定した。食品中のポロニウム 210 濃度測定の結果、

食品群としては魚介類で高く、喫食量をかけ合わせた摂取量から算出された預託実効

線量は 0.3-0.5 mSv/y 程度となり、そのうちの約 8 割が魚介類に由来した。魚介類の

喫食量は全体として減少傾向にあり、また若年者で少ないことから、現在の国民一人

あたりのポロニウム 210 からの内部被ばく線量は公称値とされる値（0.73 mSv/y）よ

りも低い可能性が示唆された。より正確な食品中ポロニウム 210 のリスク評価を行

うには、魚介類を主とした品目別、産地別、喫食部位別の放射能濃度および年齢別の

喫食量等の詳細なデータに基づく調査研究が必要である。 

（４）消費者への食品検査及び安全性情報伝達方法に関する検討  
平成 23 年 3 月の東京電力福島第一原子力発電所事故により、放射性物質が環境に放

出されて食品にも移行した。その後食品中の放射性物質に関して新たに基準が設定さ

れ、国内外で検査が行われ、膨大な数の検査データが得られている。事故から約 10 年

が経過し、これまでのデータからは現在市場に流通している食品にほとんど放射性物質

は検出されていないことが示されていて、適切なリスク管理の視点から検査体制の見直

しが検討課題となっている。一般の消費者に食品検査の状況が周知されているとは言い

難く、いまだに被災地への風評被害が問題となっていて処理水の放出に関するニュース

で風評の再燃が懸念されている。この課題ではこれまで「食品の基準値」に関する一般

的認識を調査し、放射性物質の基準以前に食品の基準値の意味が理解されていないこと
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を明らかにしてきた。今回も継続して食品の基準値の理解と食品安全意識についての調

査を行った。放射性物質に限らず、食品中の望ましくない物質とその基準値の設定に関

する理解度が、食品安全への信頼と関連する可能性を見いだした。食品にゼロリスクを

要求することと食品安全への不安が関連する可能性から、食品そのものの避けられない

リスクについてのより一層のコミュニケーションを引き続き推進する必要があると考

える。 

研究分担者  山田 崇裕 近畿大学原子力研究所准教授 

研究分担者  中村 公亮 国立医薬品食品衛生研究所食品部第五室長 

研究分担者  畝山智香子 国立医薬品食品衛生研究所安全情報部長  

 
Ａ．研究目的 

平成23年3月の東京電力福島第一原子

力発電所の事故により、食品の放射性物質

による汚染が危惧されたため、食品衛生法

上の暫定規制値が設定された。続いて、平

成24年4月には放射性セシウムの基準値

が全ての食品に設定された。食品中の放射

性物質検査は、原子力災害対策本部で決定

したガイドラインに従い、地方自治体にお

いて検査計画に基づくモニタリング検査

を実施しており、基準値を超過した食品に

ついては回収・廃棄等の対応を行っている。

当該検査ガイドラインは、平成29年度に

は、自治体等の要望を受け、検査対象品目･

自治体等の大幅な緩和を行うなど、毎年度

改定していることから、ガイドラインの改

定による影響を、基準値超過率や超過品目

の変動を注視するだけでなく、消費者意識

等も含め総合的に評価し、安全確保体制が

維持できていることの確認が必要となる。

また、復興とともに変化する最新の状況を

反映した社会的に合理的な検査体制を保

つために、ガイドラインの改定は、今後も

毎年度行われることが想定されることか

ら、単に各年度の影響を評価するのみにと

どまらず、影響評価手法の開発も必要であ

る。 

そこで、本研究では、震災に起因する食

品中の放射性物質等に関し、相互に関連す

る下記４課題について検討を行った。これ

らの研究課題を遂行することにより、検査

ガイドラインの改定に伴う影響を評価す

ることが可能となり、効果的な改定案提出

に貢献し、結果として、適切な食品の流通

を保証する監視体制が構築・維持され、食

品の安全・安心が高まることが期待される。 

（１）食品中放射性物質の検査体制の評価

手法の検討 

ガンマ線を利用した食品中放射性物質の

検査法は、食品試料を均質化して設定した測

定容器に充填し、比較対象とする標準線源と

できる限り同じ条件にすることにより信頼

性を確保しているが、これらの検体試料は一

般に食品としての価値を失う。一方で、食品

を破砕せずそのまま測定する非破壊式放射

能測定装置が開発されているが、これらを用

いた測定法は、測定試料の不定形および不均

質性が測定における不確かさを増大させる
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ものの、実際の試料測定における測定精度、

正確度については十分明らかにはされてい

ない。そこで本課題では、非破壊式装置によ

る測定について、対象試料を選定し、汚染状

況と測定精度を考慮した上で、従来行われて

いる検査と同等の信頼性を確保するための

適用条件及び運用基準を科学的に設定し、検

査手法としての検討を行い、提案する。 

（２）食品中放射性物質濃度データ解析 

厚生労働省に報告される食品中の放射性

セシウム検査データを年度ごとに解析し、

放射性セシウム濃度の経時的変化、食品群

間の放射性セシウム濃度の変動等について

の情報を得る。基準値超過食品が流通して

いないことの確認は、検査と出荷制限の体

制が適切に機能していることの根拠となる。

また、今後の重大災害時における施策立案

の基礎となる知見を得る。 

（３）食品中放射性物質等有害物質調査 

食品からの内部被ばくは、事故で放出さ

れたセシウム等の人工放射性核種よりも天

然放射性核種由来のものの方が大きく、水

産物の摂取量が多い我が国においてはポロ

ニウム 210 の影響が大きいことがこれまで

の研究により示唆されている。しかし、その

推定被ばく線量はデータ数が少なく、実態

は不明であることから、Po-210 の摂取量を

調査し、被ばく線量を推定する。 

（４）消費者への食品検査及び安全性情報

伝達方法に関する検討 

 生産者の努力により流通食品の基準値超

過食品率が極めて低く抑えられているにも

かかわらず、依然として国内外の風評被害

が存在するということは、消費者の食品検

査及び食品検査結果についての理解と納得

が得られていないことを示している。その

現状を認識し、食品の安全性情報の伝え方

と消費者意識調査を継続的に行い、安全だ

けでなく安心に繋げる方法の検討を行う。 

 

Ｂ．方法 

（１）食品中放射性物質の検査体制の評価

手法の検討 

形式の異なる複数の非破壊式装置ごとに、

試料中の放射性セシウム分布などの特性を

明らかにするとともに、その装置の検出効

率への影響、及び形状依存の特徴を把握し、

感度変化への影響の程度を評価する手法に

ついて検討する。なお、初年度はまつたけ 1

品目を選定して非破壊式装置 3 機種で検討

し、2年目以降は初年度の成果を踏まえて品

目数の拡大を図った。 

1）非破壊式装置による測定と Ge 検出器を

用いた公定法の比較検証 

これまでのデータ及び検査ニーズに基づ

き野生きのこ等の適用試料種を選別し、種

別の検討を行った。令和 2 年度は野生きの

こを対象とし、まつたけ、まいたけ、なめこ、

むきたけ及びならたけ、並びに皮付きねま

がりたけを優先品目として検討した。令和 3

年度は、令和2年度に選定した品目に加え、

ベルトコンベア式の非破壊式装置を対象機

器にとし、皮付きたけのこ（孟宗竹）につい

て検討した。令和 4年度は、しろしめじ、ひ

らたけ、あみたけ、こうたけ、ちちたけを対

象に加え、過去 4年間（令和元年～4年）の

データを用いて回帰直線の予測区間による

方法を用いて検討し、99 %予測区間の上限
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値が 100 Bq/kg の場合の予想される試料の

放射能濃度を評価した。 

比較性を確保するために同一試料を 3 機

種（令和４年度は２機種）の装置で測定した。

ただし、測定室の大きさの制限により測定

出来ないものは測定可能な装置でのみ測定

した。試料の測定は、1試料につき 4回の繰

り返し測定を行った。この際、試料は測定の

都度置き換えを行った。 

試料はその全体形状を把握するため、試

料上面及び側面の写真を記録した。非破壊

式装置による測定を行った試料は、校正済

みの Ge 検出器を用いて、「食品中の放射性

物質の試験法について（食安発 0315第 4号 

平成 24 年 3 月 15 日」に準拠して放射能分

析を行った。 

2）試料中の放射性セシウムの分布把握・評

価手法の検討 

非破壊式装置を用いた測定に影響を及ぼ

すと考えられる試料中の放射性セシウム不

均一分布について、試料固体中の分布状況

を把握するため、イメージングプレートを

用いた分布測定、および部位別試料のGe 検

出器による測定を行った。 

3）非破壊式測定における放射性セシウムの

分布特性、形状特性の物理的評価の検討 

統計的に十分な試料数を種別毎に集める

のは容易ではないことから、非破壊式装置

の検出効率に対する試料中の放射性セシウ

ムの分布及び試料形状の影響評価について、

ファントムの試作実験及び計算シミュレー

ション等による評価手法の検討を試みた。 

 

（２）食品中放射性物質濃度データ解析 

全国の自治体等からの食品中放射性セシウ

ム濃度の検査結果は、厚生労働省Webサイ

ト“東日本大震災関連情報”で2012年4月か

ら 2022 年 3 月までに公表された“月別の検

査結果”から入手した。集計の項目は、日付、

食品カテゴリ、品目、流通品／非流通品、放

射能濃度、地域などである。放射性セシウム

の検出の定義は、134Cs と 137Cs の濃度の和

が 25 Bq/kgを超えるものとし、基準値超過

は一般食品で 100 Bq/kg 超、牛乳・乳児用

食品で 50 Bq/kg 超、飲料水で 10 Bq/kg 超

とした。プログラムを用いて機械的に抽出

を行い、集計したデータを解析した。 

 

（３）食品中放射性物質等有害物質調査 

1) 食品試料と放射能標準溶液 

食品モデル試料として、国民健康・栄養調

査（平成 30 年度）を参考に食品を 13 種類

（米・米加工品、米以外の穀類、砂糖・菓子

類、豆類、果物類、緑黄色野菜、その他の野

菜・きのこ類・藻類、嗜好飲料類、魚介類、

肉類、乳類、調味料、飲料水）に分類し、分

類ごとに混合・均一化した混合試料を用い

た。ポロニウム 209（半減期 102 年）の標準

硝酸溶液は Eckert & Ziegler 社から購入し

た。 

2) 食品中のポロニウム 210 放射能分析 

 食品試料 10-100 gをビーカーに入れ、内

部標準物質としてポロニウム 209 硝酸標準

溶液を加え、硝酸で湿式分解し、塩酸にてポ

ロニウム塩化物フォームとし、0.45 nmメン

ブレンフィルターで吸引ろ過を行った。ろ

液を抽出カラム Sr/Spec Cartridges-2 ml

（Resin 50-100 μm）に負荷し、6M 硝酸 20 
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mL で溶出し、硝酸溶液をポロニウム塩化物

フォームに変換した。カラム分離を行わな

い場合は、キレート抽出クロマトグラフィ

ーを省略して操作した。ポロニウム塩化物

フォームをステンレス板に電着し、金属板

上のポロニウム測定試料を、シリコン半導

体検出器PIPS（ミリオンテクノロジーズ・

キャンベラ社）によって86,400秒間測定し、

α 線スペクトロメトリーを行った。測定試料

の放射能濃度はカラム分離日および試料調

製日に減衰補正し、線量の推定に用いた。 

 

（４）消費者への食品検査及び安全性情報

伝達方法に関する検討 

食品中放射能の検査ガイドラインの見直

しに関連して、食品に設定されている各種

汚染物質の「基準値」についての意識調査を

行った。食品の安全に関する講義を行った

際に食品中汚染物質の基準値についてアン

ケートを行った。 

アンケートへの回答は講義の前でも後で

も可能とし、区別はしていない。対象にした

のは大学生や食品企業の社員、消費者団体

関係者、生協組合員等で、研究課題のために

講義を行った場合と、別のプログラムで行

った講義の際に本研究課題への協力を依頼

した場合とがあるが、集計では両者を区別

していない。講義内容は全く同じではない

が、「震災に起因する食品中の放射性物質な

らびに有害化学物質の実態に関する研究」

での知見である、①食品への全体的不安は

食品に関する専門知識があるほうが小さい、

②放射線以外の食品のリスクについての情

報を提供されることで放射射への不安やリ

スク受容の程度が変わる場合もある、こと

を踏まえて、食品リスクを全体的に提示す

る内容である。放射線リスクや食品の放射

性物質基準に特化した内容は含まれない。

年度ごとの結果は年度別の報告書に記した。

総合報告書では 3 年間を通じて同じ学校の

同じ学年で調査できた 3 校をとりあげて学

校別の年次変化をまとめた。 

 

Ｃ．結果・考察 

（１）食品中放射性物質の検査体制の評価

手法の検討 

1）非破壊式装置による測定と Ge 検出器を

用いた公定法による比較検討 

令和 2 年度は野生きのこ全 28 種 132 体

及びねまがりたけ 25 検体を用いて、3 種の

非破壊式装置について比較した。いずれの

機種についても Ge 検出器の測定結果と比

較し、非破壊式装置による測定結果の多く

で低めに評価される傾向が見られたが、両

者間で良好な相関が得られた。さらに、まつ

たけ試料（検出限界超～260 Bq/kg程度）に

ついて食品衛生法に定められた基準値 100 

Bq/kg に対するスクリーニング検査への適

用性について回帰直線の予測区間による方

法を用いて検討し、99%予測区間の上限値

が 100 Bq/kg の場合の予想される試料の放

射能濃度を評価した。その結果、スクリーニ

ングレベルは機種によって異なり、35～50 

Bq/kg程度の範囲にあった。いずれの機種で

もGe 検出器の結果との相関は良く、ばらつ

きも一定範囲に抑制されており、今回試験

に用いた試料と測定条件がほぼ同等の範囲

にある試料に対してはこれらの装置で試料
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の前処理を伴う従来のスクリーニング検査

とほぼ同等の性能での検査が可能であると

考えられた。 

令和 3 年度は野生きのこ全 25 種 141 検

体、ねまがりたけ及び孟宗竹の皮付きたけ

のこそれぞれ 30 検体及び 19 検体を用いて

測定値を比較した。いずれの機種について

もGe 検出器の測定結果と比較し、非破壊式

装置による測定結果の多くで低めに評価さ

れる傾向が見られたが、両者間で良好な相

関が得られた。さらに、100 Bq/kgに対する

スクリーニング検査への適用性について回

帰直線の予測区間による方法を用いて検討

した。その結果、機種及び品種によって異な

るが、野生きのこ 3種（なめこ、むきたけ及

びならたけ）で 30～70 Bq/kg、皮付きたけ

のこで50 Bq/kgを超えるスクリーニングレ

ベルの設定が可能であることがわかった。 

令和 4 年度は、野生きのこ全 24 種 84 検

体を比較測定した。これら野生きのこの 100 

Bq/kg に対するスクリーニング検査への適

用性について、本年度を含む過去 4年間（令

和元年～4年：全 560 検体）のデータを用い

て回帰直線の予測区間による方法を用いて

検討した。その結果、機種及び品種によって

異なるが、むきたけ、なめこ、ならたけにつ

いて、すでに非破壊式検査の適用種となっ

ているまつたけと同等レベルのスクリーニ

ングレベルが設定可能であることが分かっ

た。 

2）試料中の放射性セシウムの分布把握・評

価手法の検討 

イメージングプレートを用いてまつたけ

及びたけのこの試料内の放射能の均質性を

調べた。その結果、まつたけでは笠部により

高く局在し、菌傘と菌柄の濃度差は約

1.1~1.8 の範囲にあった。したがって、きの

こ菌傘を検出器側に向けると過大評価、逆

に向けると過小評価されることが懸念され、

非破壊式測定においては、試料の攪拌等に

より試料をランダムに配置する必要がある

と考えられた。皮付きたけのこでは、可食部

先端で濃度が高い傾向が確認された。しか

し、高濃度部分が全体の質量に占める割合

は 5%程度であり、可食部濃度と不可食部を

含む試料全体の平均濃度の比はねまがりた

けのたけのこが 0.96±0.07、孟宗竹のたけの

こが 1.01±0.21であったため、不可食部を含

む試料の測定による可食部濃度の評価が可

能であることが示唆された。 

3）非破壊式測定における放射性セシウムの

分布特性、形状特性の物理的評価の検討 

・ファントムの試作： 

放射性セシウムアルミナ（137Cs 濃度：

2596 Bq/kg、134Cs 濃度：95 Bq/kg）を作成

し、試料にみたてた容器に充填することで

ファントム作成を可能とした。 

・半実験的計算手法による不定形状体積試

料に対するレスポンス評価の検討： 

非破壊式放射能測定装置における検出器

上の点線源に対する計数効率の空間分布マ

ップを作成し、まつたけの測定試料の写真

から把握した体積試料に対するレスポンス

の評価を行った。その結果、写真から求めた

放射能濃度は、2試料についてはGe 検出器

による結果との差が少なかったものの、3試

料については 30 %程度低い結果となった。

このことは形状の想定が異なることだけで
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はなく、写真からは検出器直上の試料―検出

器間の空隙による影響も懸念され、さらな

る検討が望まれる。 

4）検査法の提案 

以上の検討結果より、まつたけ、むきたけ、

ならたけ、なめこ及び皮付きたけのこにつ

いて非破壊式検査法の対象品目とすること

を提案し、その提案内容は「非破壊検査法に

食品中の放射性セシウムスクリーニング法

について（令和 3 年 3 月：まつたけ新規設

定、令和 4 年 3 月：皮付きたけのこ追加、

令和 5 年 3 月：むきたけ、ならたけ、なめ

こ追加）」に反映された。 

 

（２）食品中放射性物質濃度データ解析 

令和 2 年度は、公開されている食品中放

射性セシウム濃度の検査結果（2012年 4月

～2020年 8月）を解析した。基準値を超過

した「一般食品」は 5455 件、「牛乳・乳児

用食品」は 0 件、「飲料水」は 13 件（試料

採取日：2012 年 5-6 月）であった。流通品

の基準値超過率が低いことから、流通前の

検査により、高濃度に放射性セシウムを含

む食品が効果的に流通から排除され、我が

国の監視体制が効果的に機能していること

が改めて示された。 

水産物について詳細に解析したところ、

海産物についての基準値超過報告は 2015

年の 4 検体が最後であった。海に流出した

放射性セシウムは希釈されるため、まずは

遠海魚、ついで底層魚において汚染物の影

響が減少しているとの報告を支持する結果

であった。淡水の水産物の基準値超過が報

告された産地は、これまでに基準値超過の

報告のあった 9県のうち、2019 年には福島

県と群馬県からのみ報告がなされていた。 

淡水の養殖以外の水産物は、継続的な出

荷制限措置のため、重点的に検査を継続す

る必要がある一方で、海水の養殖以外の水

産物は、基準値超過の検体は稀であること

から、検査コストも考慮し、リスクに見合っ

た検査数の再考の余地も示唆された。 

令和 3 年度は、食品中放射性セシウム濃

度の検査結果（2012年4月～2022年3月）

のうち、果実類の情報を抽出して解析した。

近年に報告された生鮮果実に関するデータ

の多くは、未検出であった。2020～2022年

に採取された生鮮果実で 134,137Cs が検出さ

れたものは、5種 10 件（クリ 3件、ギンナ

ン 1 件、ユズ 3 件、カキ 2 件、ナツハゼ 1

件）であり、基準値を超過したものはなかっ

た。一方で、基準値を超過した果実類の加工

食品は、カキとウメを原材料にしたもの（干

し柿 75 件、あんぽ柿 39 件、梅干し 3 件、

梅の漬物 1件）であった。生鮮果実の基準値

超過は、2017年 9月採取のクリ以降はなか

った。2020～2022 年に報告された 134,137Cs

が検出された生鮮果実は5 種（クリ、ギンナ

ン、ユズ、カキ、ナツハゼ）であった。近年

基準値の超過の報告のない生鮮果実の検査

数の削減の可能性が示唆された。 

令和 4 年度は、食品中放射性セシウム濃

度の検査結果（2012年4月～2022年3月）

のうち、食品カテゴリ「その他」の情報を抽

出して解析した。その結果、「その他」項目

には多種多様な食品を対象とした検査結果

が含まれており、全国的に検査報告数は減

少傾向にあった。基準値超過の報告があっ



- 9 - 
 

た「その他」食品は、その多くは柿とシイタ

ケを乾燥または粉末にさせた加工食品であ

った。干し柿などの乾燥させた食品につい

ては、そのまま喫食するため、このような食

品については、食の安全を確保するため、引

き続き調査は必要と考えられた。「その他」

に含まれる食品については、報告された情

報の質について見極める必要がある。多く

の場合、産地、加工工程に関する情報が不明

であり、雑多なデータであることから、その

ままでは、科学的に意味のある解析は困難

と考えられた。 

 

（３）食品中放射性物質等有害物質調査 

・分析条件の検討 

酸分解液中のポロニウムを金属板へ沈着さ

せる前に行うカラム分離の影響について調

べた。以前の検討において、カラム分離をせ

ずに直接ステンレス板に電着する簡便な手

法が、NIST 試料および流通食品試料で良好

な結果を示しているため、本課題でも、検証

を重ねた。不検出と予想される飲料水を除

く 12 食品群について全 166 試料で、カラム

分離の有無による測定結果を比較した。魚

介類の 38 試料は全て 1.6 Bq/kg 以上、魚介類

以外の試料は 0.2 Bq/kg 以下となり、食品試

料群による濃度領域の違いが見られたもの

の、カラム処理の有無の２手法で回帰直線

を求めたところ、傾きは 0.9956、切片は 0.003、

相関係数 R²は 0.99 と、良好な相関が見られ

た。 

・食品中ポロニウム 210 濃度 

線量評価のための食品中ポロニウム 210

濃度算出にあたっては、前年度と同様にカ

ラム処理有りの方法を用いた。10 地域、13

食品群（ただし、2 地域は 10 食品群）につ

いて測定し、放射能濃度はカラム分離日に

減衰補正した。カラム分離日の放射能濃度

は、魚介類が 2-15 Bq/kg で最も高く、つい

で、調味料、その他の野菜・きのこ類・藻類

が 0.1-1 Bq/kg 程度であり、それ以外の食品

群は不検出～0.2 Bq/kg 程度であった。 

・内部被ばく線量推定 

実測した食品群中のポロニウム 210 の濃

度を、カラム分離日または試料調製日に減

衰補正し、2019 年度の国民健康・栄養調査

の喫食量データを用いて 1 日あたりのポロ

ニウム 210 の摂取量を算出した。比率が高

いのは魚介類であり、全体の 8 割程度とな

った。なお、カラム分離日におけるポロニウ

ム 210 は、食品調製日においてポロニウム

210 であった場合と、親核種である鉛 210 か

ら壊変により生じた場合が考えられるが、

ここでは全てポロニウム 210 からとして減

衰補正しているため、鉛 210 の寄与が大き

い場合は過大評価していることになること

に注意が必要である。 

ポロニウム 210 の摂取量から内部被ばく

線量を 8 地域の測定値から算出した。ポロ

ニウム 210 の預託実効線量係数は公衆成人

の 0.0012 mSv/Bq を用いた。カラム分離日換

算では、ポロニウム 210 の 1 日の摂取量が

0.6 Bq 程度、年間摂取量が 220 Bq 程度、預

託実効線量が 0.3 mSv/y 程度となり、試料調

製日換算では、ポロニウム 210 の 1 日の摂

取量が 1.1 Bq 程度、年間摂取量が 410 Bq 程

度、預託実効線量が 0.5 Sv/y 程度となった。 

UNSCEAR 2000 Report によると、ポロニ
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ウム 210 の摂取量は世界平均で 58 Bq/y、国・

地域別で 18-220 Bq/y となっており、日本は

それらの最大値となっている。各論文の報

告値は数値のバラツキが大きく、120-670 

Bq/y であった。現在の我が国の事実上の公

称値は、「新版 生活環境放射線」に引用され

ている値で、ポロニウム 210 については摂

取量 670 Bq/y に基づく 0.73 mSv/y となって

いるが、今回の推定値はこれより低いもの

であった。 

ポロニウム 210 はウラン壊変系列に属す

る天然核種であることから、地球上に広範

囲に存在するが、その濃度分布には大きな

偏りがあると考えられる。食品中ポロニウ

ム 210 の摂取量の算出においては、被ばく

線量推定に用いる各パラメータの信頼性の

高いデータが必要である。 

 

（４）消費者への食品検査及び安全性情報

伝達方法に関する検討 

食品に定められている各種汚染物質の

「基準」についての調査では、コメのカドミ

ウムについては現行の国内基準の 0.4 mg/kg

を支持する割合が高いが、コメのヒ素につ

いては国際基準の 0.2 mg/kg と現行の基準な

しへの支持が拮抗する。食品中の放射性セ

シウムについては現行基準の100 Bq/kgへの

支持率が高い。食品の安全については概ね

安全だと思っていて、「とても不安」を選ぶ

人は極めて希である。そのうえで、ごく僅か

ではあるが学校毎に一貫した差があった。 

興味深いのは食品の安全について「あま

り心配していない」と「安全だと思っている」

の合計、つまり食品安全に関して概ね信頼

していると回答した人の割合は、食品中の

放射性セシウムの望ましい基準値として、

検出限界以下を選んだ人の割合と逆相関す

るように見えることである。つまりたとえ

極めて厳しい基準値以下であっても、食品

中に放射性物質が存在することが許容でき

ないと考える人では、食品の安全性一般が

信用できず食品への不安も高い可能性があ

るのではないだろうか。現実として食品に

は天然に放射性物質が含まれるので、原子

力発電所事故由来の放射性セシウムだけに

こだわってもあまり意味はないと考えるこ

とができるかどうかは食品安全への信頼と

関連するだろう。 

これまでのアンケート結果及び自由記述

部分も含めて、堅固な先入観を持つ前の学

生のほうが、既に一定の方針をもっている

成人より食品リスクについてのコミュニケ

ーションへの反応が良いと感じている。食

品業界の社会人と学生では当然業界人の方

が知識や経験が多く食品への信頼も高い傾

向にあるが、学生であっても関連分野を専

攻する学生は理解及び信頼を構築しやすい。

将来コミュニティのオピニオンリーダーに

なる可能性のある大学生を集中的にリスク

コミュニケーションの対象にすることは有

効な戦略の一つだと思われる。 

 

Ｄ. 結論 

（１）食品中放射性物質の検査体制の評価

手法の検討 

本研究では、異なる機種の非破壊式放射

能測定装置による測定と Ge 検出器を用い

た公定法による比較検討を、野生きのこ試
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料を用いて行った。その結果、いずれの機種

も Ge 検出器による測定結果と良好な相関

が得られた。ただし、品目や装置の種類によ

って差はあるものの、多くの野生きのこに

対して非破壊式装置の結果が、Ge 検出器の

結果よりも低めの評価となる傾向が見られ

た。本研究では、100 Bq/kg に対するスクリ

ーニング検査への適用性について回帰直線

の予測区間による方法を用いて検討し、

99 %予測区間の上限値が 100 Bq/kgの場合

の予想される試料の放射能濃度を、回帰曲

線により非破壊式装置指示値を得、その値

を Ge 検出器測定値相当に換算して評価し

た。その結果、スクリーニングレベルは機種

によって異なるが、まつたけ、むきたけ、な

らたけ、なめこ及び皮付きたけのこについ

て 40～70 Bq/kg程度の範囲にあった。 

以上の結果から、まつたけ、むきたけ、な

らたけ、なめこ及び皮付きたけのこついて

は一定の成果が得られたことから、検討内

容に基づく検査法を提案し、「非破壊検査法

による食品中の放射性セシウムスクリーニ

ング法」に反映された。 

今回用いた回帰直線の予測区間による方

法はより適切な濃度範囲の試料によってGe

検出器を用いた測定結果との比較によりス

クリーニング性能の評価を可能とするが、

一方で、試料数の確保が困難、低濃度の試料

しか採取できないなどの状況も想定される。

今後は計算も含めた手法を取り入れること

で実試料測定データの不足を補い、検査で

起こりうる測定のばらつき範囲を評価する

手法も検討の余地があると考えられる。こ

のような手法が確立できれば、実試料の形

状等の特徴を把握することで計数効率の妥

当性評価に用いることも可能と考えられる。 

 

（２）食品中放射性物質濃度データ解析 

水産物の検査データの解析の結果、海産

物、特に養殖魚の安全性は極めて高いこと

が示唆された。2020年～2022年に採取され

た生鮮果実類の中で 134,137Cs が検出された

ものは、5種で、基準値超過の報告はない一

方で、基準値を超過した果実類の加工食品

（干し柿、あんぽ柿など）は、近年において

も報告されている。公開データは、放射性物

質の汚染の実態を直接結び付けるための科

学的な情報は乏しいため、本研究結果のみ

から合理的かつ効率的な検査方法への見直

しについて結論を導き出すのは難しいが、

生鮮果実類に関しては、引き続き検査数の

削減対象ではあるが、少なくとも、地方自治

体の検査計画の中で検査対象品目に挙げら

れている、あんぽ柿、干し柿等の果実類の乾

燥加工食品については、モニタリングを継

続していく必要性が示唆された。また、加工

食品においても、乾燥キノコや干し柿など、

加工の過程で 134,137Cs が濃縮されるもので

基準値超過の報告がなされており、この様

な食品のモニタリングを継続することは食

の安全を確保していく上で重要と考えられ

た。 

 

（３）食品中放射性物質等有害物質調査 

有事の人工放射性核種からの危険度を判

断するためには、有害事象の知識だけでな

く、平常時の状態を正確に把握しているこ

とも重要である。放射線リスク評価におい
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ては人工放射性核種だけでなく天然放射性

核種からの影響も調べておく必要がある。

食品からの内部被ばくでは、事故で放出さ

れたセシウム等の人工核種よりも天然核種

由来のものの方が大きく、水産物の摂取量

が多い我が国においてはポロニウム 210 の

影響が大きいことがこれまでの研究により

示唆されている。しかし、その推定被ばく線

量はデータ数が少なく実態は不明であるこ

とから、ポロニウム 210 の摂取量調査をマ

ーケットバスケット試料により行った。そ

の結果、食品中ポロニウム 210 から算出さ

れた預託実効線量は0.3-0.5 mSv/y程度とな

り、このうちの約8割が魚介類に由来した。

現在の国民一人あたりのポロニウム 210 か

らの内部被ばく線量の公称値とされる値は

0.73 mSv/y となっているが、この算出根拠

時点よりも魚介類の喫食量が減少している

ことや今回の推定値から、0.73 mSv/yより

も低い可能性が示唆された。親核種である

ウランの環境中の分布に偏りがあること、

食品中のポロニウム 210 の濃度分布が幅広

いこと、摂取量において寄与率の高い食品

群である魚介類を構成する食品の種類が多

いこと、魚介類の個体内においても濃度分

布に偏りがあること、魚介類の喫食量に年

齢差があること、預託実効線量係数に年齢

区分があることから、より正確な食品中ポ

ロニウム210のリスク評価を行うためには、

魚介類を主とした食品別、産地別、喫食部位

別の放射能濃度および年齢別の喫食量等の

詳細なデータに基づく調査研究が必要であ

り、今後の課題と考えられる。 

 

（４）消費者への食品検査及び安全性情報

伝達方法に関する検討 

食品の基準値の理解と食品安全意識につい

ての調査を行った。放射性物質に限らず、食

品中の望ましくない物質とその基準値の設

定に関する理解度が、食品安全への信頼と

関連する可能性を見いだした。食品にゼロ

リスクを要求することと食品安全への不安

が関連する可能性から、食品そのものの避

けられないリスクについてのより一層のコ

ミュニケーションを引き続き推進する必要

があると考える。 
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食品中の放射性物質検査システムの評価手法の開発に関する研究（20KA1010） 

令和 2 年度～令和 4 年度 総合研究報告書 

 

「食品中の放射性物質等検査システムの評価手法の検討」 

 

研究代表者 蜂須賀暁子 国立医薬品食品衛生研究所生化学部主任研究者 

研究分担者 山田崇裕 近畿大学原子力研究所准教授 

研究要旨 

福島第一原子力発電所事故の影響による食品中の放射性セシウム測定について、近年

試料を前処理せずそのまま測定する非破壊式放射能測定装置が開発され利用されてい

る。このような装置による測定は、設計上想定した試料の配置や放射性物質の分布のばら

つきの範囲において測定を行うことが重要となる。本研究では、野生きのこ及び皮付きた

けのこ実試料を用いて異なる機種の非破壊式装置による測定と Ge 検出器を用いた公定

法による測定結果との比較検討を主に進めた。本研究では令和元年度～4 年度に収集した

野生きのこの検体数は 560 であった（内 86 検体について放射性セシウムは検出されず）。

全数のうち 10 Bq/kg 超は 419 検体、50 Bq/kg を超えるものは 271 検体であった。また、

皮付きたけのこについてはねまがりたけ及び孟宗竹のたけのこそれぞれ 30 検体及び 19

検体を用いて測定値を比較した。さらにたけのこについては不可食部を含む試料の測定

が可食部濃度の評価に及ぼす影響を検討した。 

その結果、野生きのこについて Ge 検出器の測定結果と比較し、非破壊式装置による測

定結果の多くで低めに評価される傾向が見られたものの、両者間で良好な相関が得られ

た。また、野生きのこの 4 種及びたけのこについて 100 Bq/kg に対するスクリーニング検

査への適用性について回帰直線の予測区間による方法を用いて検討し、99 %予測区間の

上限値が 100 Bq/kg の場合の予想される試料の放射能濃度を評価した。その結果、機種及

び品目によって異なるが、40 Bq/kg～70 Bq/kg 程度のスクリーニングレベルの設定が可能

であることが分かった。また、たけのこについては本検討で用いた試料では可食部濃度と

不可食部を含む試料全体の平均濃度の比はほぼ１であり、不可食部を含む試料の測定に

よる可食部濃度の評価が可能であることが示唆された。 

以上の成果により事務連絡「非破壊検査法による食品中の放射性セシウムスクリーニ

ング法について」が厚生労働省医薬・生活衛生局食品監視安全課より発出され、野生きの

こ 4 品目及び皮付きたけのこの非破壊式放射能測定装置を利用した検査が可能となった。 

研究協力者  

八戸 真弓 国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構 食品研究部門食品流

通・安全研究領域 食品安全・信頼性グループ 主席研究員 
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A. 研究の背景と目的 

 食品中の放射性物質の測定は、従来 Ge 検

出器を用いたγ線スペクトロメトリーによ

る方法が一般に用いられている。環境中に

存在する放射性核種を効率よく、そして正

確に分離・定量するための方法として、環境

試料等の放射能分析･測定方法の基準とな

る「放射能測定法シリ－ズ」[1]が国（文部

科学省及び原子力規制庁）により制定され、

公定法として我が国において広く用いられ

ている。また、食品の試験法としては、「食

品中の放射性物質の試験法について」[2]が

発出され、ここには食品衛生法に基づく食

品検査のための測定に関する要件が規定さ

れている。いずれの公定法においても、従来

のγ線スペクトロメトリーによる方法にお

いては、測定試料中の放射性物質が適切な

前処理により均一化[3]されていることが、

その正確性及び信頼性の確保のために重要

となる。また、食品の測定では、可食部の放

射能濃度を評価する必要がある。さらに、福

島第一原子力発電所事故以降、食品検査の

迅速化に対応するため、スクリーニング検

査として必要とされる性能を規定した「食

品中の放射性セシウムスクリーニング法の

一部改正について」[4]が発出され、シンチ

レーション式スペクトロメータも検査に広

く用いられるようになった。このスクリー

ニング法においても測定試料中において放

射性物質が均一に分布していることが前提

であり、その均一性の程度が測定に及ぼす

ばらつきを考慮した設計となっている。国

際標準化機構が食品などに含まれる放射性

物質の迅速スクリーニング法を定めた規格

ISO19581[5]も同様である。一方で、生産サ

イドによる自主検査においては、スクリー

ニングを目的に玄米のように比較的均質化

を図りやすい特定の試料を対象として、試

料を破壊せずそのまま測定するための装置

を用いた出荷前検査が行われるようになっ

た。また、このような非破壊式放射能測定装

置（以下、非破壊式装置という。）は、様々

な試料の特性に応じた測定器が開発され利

用されている。さらに、住民が自家消費を目

的として自家栽培した作物や採取した野生

の動植物の測定に対応した測定器も開発さ

れ、試料を破砕せずそのまま測定できるこ

とから広く利用されている[6][7][8]。この

ような試料を破砕して均質化せずそのまま

測定する場合には、検出器の複数化、大型化

などにより試料の形状変化や不均質性の影

響の低減化が図られているものの、設計上

想定した試料の配置や放射性物質の分布の

ばらつきの範囲において測定を行うことが

重要となる。 

平成 29 年度よりこのような非破壊式装

置による測定の信頼性を評価することを目

的に、非破壊式装置の測定室内における検

出効率分布の評価及び実際に放射性セシウ

ム濃度 50 Bq/kg 超の食品試料を用いて、破

砕等の前処理をしない非破壊式装置につい

て異なる機種の装置による測定と Ge 検出

器を用いた公定法による測定結果との比較

検証を行ってきた。その結果、これまでの検

討により各装置による測定結果と Ge 検出

器を用いた公定法による測定結果は良好な

相関関係を示すことが実測により明らかに

なり装置の検出効率の形状依存の特徴を十

分に把握し、変化の影響を受けにくい状況

で測定を行えば、食品の汚染状況の大まか

な把握には、非破壊式装置による測定は十

分有効である可能性があることが示唆され
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た[9]。一方、非破壊測定では真度の低下傾

向が観測され、さらに有意にばらつきが大

きい試料や、Ge 検出器による測定結果と大

きなずれがあるものが見られ、このような

手法の妥当性は、各装置の放射能濃度への

換算係数の見積もり手法の信頼性検証など

更なる詳細な検討により確保されることが

望まれた。また、スクリーニング法の準用に

あたっては、検査の信頼性を確保する上で、

換算係数（校正定数）にあたるこの傾きの真

度に与える影響評価、試料中の放射性セシ

ウム不均一分布が測定に及ぼす影響の評価

を具体的に適用する試料種を選別し、試料

の質量、ジオメトリ等の許容範囲の詳細な

決定を行い、試料中の放射性セシウムの不

均一度の影響に関し定量的評価を行うこと

で、試料種別、不均一度に応じた、より効率

的なサンプリング手法を含む食品検査手法

を本研究成果と今後のより詳細な検討によ

って科学的根拠に基づき確立することで、

モニタリングの加速化につなげられること

が期待できることが見込まれた。 

 平成29年度から３ヵ年の以上の研究成果

を踏まえ、令和２年度より検査ニーズに基

づき優先対象品目を選定しスクリーニング

検査への非破壊式検査法の適用性について

検討を進めることとした。 

 

B. 非破壊式放射能測定装置の概要 

本研究に用いた非破壊式装置は、主に自

家消費用の自家栽培作物や採取した野生の

動植物の測定などに用いられている。この

装置は、住民から持ち込まれるあらゆる種

類の食品の種類、形状、量などを想定した設

計であることが特徴である[6][7][8]。本装

置では試料の前処理を行わず、比較的大量

の試料を一度に測定できる、試料を出荷形

態のまま測定できる、といった利点から、検

査の効率化・合理化、出荷前の全数検査を目

的とした装置の利用も試みられている。 

 γ線スペクトロメトリーにより食品中の

放射能の測定を行うには測定対象となる核

種のγ線のエネルギーに対する検出効率を

標準線源によって予め得る必要がある。検

出効率はγ線のエネルギーに依存する他、

試料と検出器の幾何学的条件によっても変

化する。即ち、検出効率は試料の形状や測定

位置に依存するため、標準線源と同じ形状

の容器に、標準線源と同じ容量の試料を充

填し、標準線源で校正した位置と同じ位置

で測定する必要がある。また、体積状の試料

は、試料中の線源位置によって検出効率が

異なり、体積状の標準線源によって得られ

る見かけの検出効率はいわば各点の検出効

率の平均値であることから、体積中の放射

能の分布は均一であることが前提となる。

非破壊式装置であっても測定の基本原理に

変わりはないが、一般に非破壊式装置では

複数の検出器配置、大型化や複数検出器の

利用による幾何学的効率の高効率化が図ら

れている。このことは非破壊式装置による

測定の信頼性を確保する上で極めて重要と

なる。つまり、測定試料に対して、検出器が

十分に大きい場合、検出器直上では線源と

検出器との立体角は 2πとなり、線源の位

置による検出効率の変化が少なくなる。先

にも述べたようにγ線スペクトロメトリー

による放射能測定の場合は、標準線源と同

じ形状の容器に同じ容量の試料を詰めて測

定することで、標準線源により得た検出効

率が適用でき、標準線源―検出器間の幾何

学的条件と異なる測定条件になることがず
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れやばらつきの要因となる。しかしながら、

大型検出器を用いることで幾何学的効率を

高め、線源位置による検出効率の変化を少

なくすることが出来れば、試料の形状の違

いや試料中の放射性物質の不均質性による

検出効率の変化は小さく出来、ある程度の

ばらつきの幅の範囲内での測定が可能にな

ると考えられる。測定対象とする試料の種

類は様々であり、たとえ試料の形状の違い

や試料中の放射性物質の不均質性による検

出効率の変化を小さく出来たとしても、測

定試料の検出効率を如何に正確に決定でき

るかが測定の信頼性の上で重要となる。こ

れを達成するために、様々な形状の標準試

料によって検出効率を求める、試料の種類

によって、試料質量から試料の嵩を推定し、

試料の種別に決められた検出効率－試料嵩

（質量）関数から近似的に検出効率を求め

る方法などがとられていると推察される。

ただ、依然として試料中の放射性物質の不

均質分布に対しては、その程度に幅はある

にせよ誤差を生む要因となる。例えば大き

な誤差要因となりうる極端な放射性セシウ

ムの偏在に対して、多数の検出器を組みあ

わせた装置により、そのうちの一つの検出

器での計数率が他の検出器の倍以上計数が

あった場合に異常判定を出すように措置さ

れる装置もある[6]。 

以上のように、非破壊式装置では、装置の

ハード面においては、検出器の大型化、複数

検出器の使用による試料―検出器間の大立

体角化によって幾何学的効率を高めること

が装置の想定する試料形態及び形状と実際

の試料形態及び形状の差に起因する測定誤

差の軽減につながる。ソフト面では、解析手

法は装置によって様々であるが、いずれの

手法もいわば近似的に試料の検出効率を求

めることとなり、如何に設計上想定する範

囲内で実際の測定が行われるようにするか、

ユーザインターフェースの設計も含めて重

要となる。 

なお、各装置に備わったこのような放射

能測定のアルゴリズムは原則としてその詳

細は公開されていないことから、本研究で

は各装置の取扱説明書に従った操作と得ら

れる出力指示値による評価を行った。 

 

C. 実験方法 

形式の異なる複数の非破壊式装置ごと

に、試料中の放射性セシウム分布などの特

性を明らかにするとともに、その装置の検

出効率への影響、及び形状依存の特徴を把

握し、感度変化への影響の程度を評価する

手法について検討する。なお、初年度はまつ

たけ１品目を選定して非破壊式装置３機種

で検討し、２年目以降は初年度の成果を踏

まえて品目数の拡大を図った。 

1）非破壊式装置による測定と Ge 検出器を

用いた公定法の比較検証 

これまでのデータ及び検査ニーズに基づ

き野生きのこ等の適用試料種を選別し、種

別の検討を行った。令和 2 年度は野生きの

こを対象とし、まつたけ、まいたけ、なめこ、

むきたけ及びならたけ、並びに皮付きねま

がりたけを優先品目として検討した。令和

3 年度は、令和 2 年度に選定した品目に加

え、ベルトコンベア式の非破壊式装置を対

象機器にとし、皮付きたけのこ（孟宗竹）に

ついて検討した。令和 4 年度は、しろしめ

じ、ひらたけ、あみたけ、こうたけ、ちちた

けを対象に加え、過去 4 年間（令和元年～

4 年）のデータを用いて回帰直線の予測区
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間による方法を用いて検討し、99 %予測区

間の上限値が 100 Bq/kg の場合の予想され

る試料の放射能濃度を評価した。 

表１に測定に用いた非破壊式装置を示す。

比較性を確保するために同一試料を福島県

林業研究センターに設置した 3 機種の装置

で測定した。ただし、測定室の大きさの制限

により測定出来ないものは測定可能な装置

でのみ測定した。ただし、令和 4 年度は、

形式 Hitz（日立造船）は評価対象外とした。

試料の測定は、1 試料につき 4 回の繰り返

し測定を行った。この際、試料は測定の都度

置き換えを行った。測定の実務は各施設の

検査員により行われた。 

試料はその全体形状を把握するため写真

に記録した。撮影は卓上で試料上面及び側

面からカメラを用いて図 1 のように撮影し

た。非破壊式装置による測定を行った試料

は、福島県農業総合センター、（一社）福島

県環境測定・放射能計測協会に依頼し、校正

済みの Ge 検出器を用いて、文献[2]に準拠

して放射能分析を行った。本研究において

は、食品中の放射能測定のための試料前処

理は、文献[3]に準じて実施することとした。 

 

2）試料中の放射性セシウムの分布把握・評

価手法の検討 

これまでの研究において、試料中の放射

性セシウムの分布が試料の種類によって異

なり、非破壊式測定におけるばらつき、大き

なずれの要因となりうることが示唆されて

いる。本研究では非破壊式装置を用いた測

定に影響を及ぼすと考えられる試料中の放

射性セシウム不均一分布について、試料固

体中の分布状況を把握するため、令和 2 年

度にまつたけ及びねまがりたけについてイ

メージングプレート（IP）を用いた分布測

定を行った。試料は凍結乾燥させ個々の試

料を、スライスし、試料を IP 上に配置し露

光させ、読み取り装置で放射線画像を取得

した。また部位別の濃度について Ge 検出

器による測定を行い、濃度分布の定量的把

握を試みた。また、令和 3 年度は孟宗竹の

皮付きたけのこを対象とし、不可食部が可

食部濃度の評価に与える影響について検討

した。 

 

3）非破壊式測定における放射性セシウムの

分布特性、形状特性の物理的評価の検討 

野生きのこは、種別依存以上に個々の試

料依存の分布偏在や形状による測定結果へ

の影響が大きいと予想される。このため多

数の試料について 1）の実測検討が重要で

あるが、統計的に十分な試料数を種別毎に

集めるのは容易ではない。そこで非破壊式

装置の検出効率に対する試料中の放射性セ

シウムの分布及び試料形状の影響評価につ

いて以下の物理的手法を試みた。 

ⅰ）ファントムの試作実験 

2）の分布特性結果及びこれまでの試料デ

ータ（写真・重量等）から対象試料ファント

ムの作成を検討した。活性アルミナに放射

能濃度既知の溶液を添加し、乾燥させ、放射

能濃度既知のアルミナを作成した。 

ⅱ）計算シミュレーション等による評価の

検討 

非破壊式測定システムの計数効率の計算

による評価を試みた。試料の形状は試料の

写真データから近似的に得る方法について

検討した。 

 

D. 実験結果及び考察 
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1）非破壊式装置による測定と Ge 検出器を

用いた公定法の比較検証 

図 2 に本研究において過去 4 年間（令和

元年度～4 年度）に収集した野生きのこの

種別と検体数を示す。検体数は 560 であり、

そのうち 86 検体について放射性セシウム

は検出されなかった（ND）。図 3 に試料種

別ごとの濃度分布を示す。全数のうち 10 

Bq/kg 超は 419 検体、50 Bq/kg を超えるも

のは 271 検体であった。さらに 260Bq/kg

未満の検体数の種別分布を図 4 に示す。令

和 3 年度の重点対象品目のうちまつたけ、

まいたけを除くむきたけ、ならたけ及びな

めこについて 20 検体を超える試料が 4 年

間で確保できた。 

令和 2 年度は野生きのこ全 28 種 132 体

及びねまがりたけ 25 検体を用いて測定値

を比較した。いずれの機種についても Ge 検

出器の測定結果と比較し、非破壊式装置に

よる測定結果の多くで低めに評価される傾

向が見られたが、両者間で良好な相関が得

られた。また、約 20 Bq/kg を超える濃度範

囲では、いずれの機種でも非破壊式と Ge 検

出器の結果との差は+30/-50%程度の範囲

にあった。 

さらに、まつたけ試料について 100 Bq/kg

に対するスクリーニング検査への適用性に

ついて回帰直線の予測区間による方法を用

いて検討し、99%予測区間の上限値が 100 

Bq/kg の場合の予想される試料の放射能濃

度を評価した。本研究では、食品衛生法に定

められた基準値 100 Bq/kg に対するスクリ

ーニング検査への適用性についても回帰直

線の予測区間による次の方法を用いた。 

𝑚 = 𝑚 +ඨ𝑉 ቊ1 +
1

𝑛
+
(𝑥 − �̅�)ଶ

𝑆௫௫
ቋ × 𝑡ିଶ、.ଵ 

ここに、 

mUL: 回帰直線の予測区間の 99％上限 

m: 回帰直線から予想される濃度 x に

おける測定値 

Ve: 回帰直線の誤差分散 

n: 回帰に使用したデータの数 

x: 放射性セシウム濃度 

�̅�: 回帰に用いた放射性セシウム濃度

の平均 

Sxx: 回帰に用いた放射性セシウム濃度

の平方和 

適用性について種別毎に検討するため、

測定に用いた試料のうち検出限界超～260  

Bq/kg 程度の範囲試料の測定結果を用いた。 

 

その結果、スクリーニングレベルは機種

によって異なり、35～50 Bq/kg 程度の範囲

にあった。いずれの機種でも Ge 検出器の結

果との相関は良く、ばらつきも一定範囲に

抑制されており、今回試験に用いた試料と

測定条件がほぼ同等の範囲にある試料に対

してはこれらの装置で試料の前処理を伴う

従来のスクリーニング検査とほぼ同等の性

能での検査が可能であると考えられた。こ

れらの研究成果は「非破壊検査法による食

品中の放射性セシウムスクリーニング法」

に反映された。 

令和 3 年度は野生きのこ全 25 種 141 検

体、ねまがりたけ及び孟宗竹の皮付きたけ

のこそれぞれ 30 検体及び 19 検体を用いて

測定値を比較した。いずれの機種について

も Ge 検出器の測定結果と比較し、非破壊

式装置による測定結果の多くで低めに評価

される傾向が見られたが、両者間で良好な

相関が得られた。さらに 100 Bq/kg に対する

スクリーニング検査への適用性について回
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帰直線の予測区間による方法を用いて検討

し、99 %予測区間の上限値が 100 Bq/kg の

場合の予想される試料の放射能濃度を評価

した。その結果、機種及び品種によって異な

るが、野生きのこ３種（なめこ、むきたけ及

びならたけ）で 30～70 Bq/kg、皮付きたけ

のこで 50 Bq/kg を超えるスクリーニングレ

ベルの設定が可能であることがわかった。 

令和 4 年度は、野生きのこ全 24 種 84 検

体を比較測定した。これら野生きのこの 100 

Bq/kg に対するスクリーニング検査への適

用性について、本年度を含む過去 4 年間（令

和元年～4 年）のデータを用いて回帰直線

の予測区間による方法を用いて検討し、

99 %予測区間の上限値が 100 Bq/kg の場合

の予想される試料の放射能濃度を評価した。

その結果、機種及び品種によって異なるが、

むきたけ、なめこ、ならたけについて、すで

に非破壊式検査の適用種となっているまつ

たけと同等レベルのスクリーニングレベル

が確保可能であることが分かった。 

3 か年の本研究により得られた非破壊式

装置のスクリーニングレベル評価結果を表

２-1（野生きのこ）及び 2-2（皮付きたけの

こ）に示した。本研究成果によりまつたけ、

皮付きたけのこ、むきたけ、なめこ、ならた

けが「非破壊検査法による食品中の放射性

セシウムスクリーニング法」の適用試料種

に追加された。 

 

2）試料中の放射性セシウムの分布把握・評

価手法の検討 

令和 2 年度はイメージングプレートを用

いたまつたけ及びねまがりたけの測定を行

った。まつたけ試料は、液体窒素で凍結処理

した後、凍結乾燥処理した。乾燥試料を

5~10mm 厚にスライスし測定した。この結

果、試料内の放射能の不均一分布が観測さ

れた。IP データでは試料の笠部により高く

局在することが分かった。この結果より、ま

つたけ試料を菌傘と菌柄を分けて Ge 検出

器で各濃度の分析を行ったところ、濃度差

は約 1.1~1.8 の範囲にあった。したがって、

きのこ菌傘を検出器側に向けると過大評価、

逆に向けると過小評価されることが懸念さ

れた。このことから非破壊式測定において

は、試料の攪拌等により試料がランダムに

配置する必要があると考えられた。 

令和 2 年度及び 3 年度は皮付きたけのこ

について検討した。たけのこは縦半分に切

断後、液体窒素で凍結処理した後凍結乾燥

機にて 7 日間乾燥処理した。乾燥後 IP にて

測定した。この結果可食部先端の濃度が高

い傾向が確認された。しかしながら、高濃度

の先端部が全体の質量に占める割合は 5 %

程度であり、その結果、可食部濃度と不可食

部を含む試料全体の平均濃度の比はねまが

りたけのたけのこが 0.96±0.07、孟宗竹のた

けのこが 1.01±0.21 であった。このことか

ら不可食部を含む試料の測定による可食部

濃度の評価が可能であることが示唆された。

1）及びこの研究成果により「非破壊検査法

による食品中の放射性セシウムスクリーニ

ング法」の対象品目に皮付きたけのこが追

加された。 

 

3）非破壊式測定における放射性セシウムの

分布特性、形状特性の物理的評価の検討 

ⅰ）ファントムの試作 

放射性セシウムを吸着させる媒体として

活性アルミナを採用した。アルミナに吸着

させる放射性セシウムは福島県内で採取し
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た放射性降下物が付着した杉の葉から抽出

した溶液を用いた。溶液の放射能濃度測定

には校正済みの Ge 検出器を用いた。次に

濃度が決定された溶液と同量の活性アルミ

ナ約 90 g を磁器皿に入れ混合し、ヒーター

で含水率<1%となるまで攪拌しながら加熱

した。同様の手順を繰り返し合計約 1 kg の

放射性セシウムアルミナを作成した。放射

性吸着アルミナの濃度は 137Cs 及び 134Cs そ

れぞれ 2596 Bq/kg 及び 95 Bq/kg となり、

放射性セシウム合計の吸着率は 92 %と高

い吸着率で放射性セシウムを吸着させるこ

とが出来た。この放射性セシウムアルミナ

を約 3 倍希釈し、希釈後のアルミナを分注

して、濃度を測定したところ、濃度の相対標

準偏差は 5.3 %であり良好な均一性が得ら

れた。これを試料にみたてた容器に径の異

なるプラスチック球体容器等に充填するこ

とで嵩密度の異なる放射能既知のファント

ム試料を作成することが可能となった。 

 

ⅱ）半実験的計算手法による不定形状体積

試料に対するレスポンス評価の検討 

 非破壊式放射能測定装置では、通常、試料

の種類と質量より推定される嵩から検出器

のレスポンスが近似的に決定されているが、

試料は不定形状のため、形状の変化がレス

ポンスにどの程度の不確かさを及ぼし得る

かが把握されていなければ、測定の信頼性

を確保しがたい。本研究では、このような測

定において試料の形状に対応した検出器レ

スポンスを評価するため、検出器上の点線

源に対する計数効率の空間分布マップを作

成し、体積試料に対するレスポンスの評価

を行った。 

不定形状体積状の試料を微小ボクセルの

集合とすると、各(x,y,z)のボクセルにおける

γ 線エネルギーE の計数効率 εp (E,x,y,z)に対

して、試料に対する計数効率 εv は式(1)で評

価できる。 

 

  𝜀(𝐸) =∭𝜀(𝐸, 𝑥, 𝑦, 𝑧)𝑑𝑥𝑑𝑦𝑑𝑧 𝑉⁄ ∙ 𝐹௦    

(1) 

 

ここで V は体積、Fs は自己吸収の補正係

数を表す。本研究では、様々な形状の試料に

対応した 5”φ×5”NaI(Tl)シンチレーション検

出器に対する 137Cs のレスポンスを得るた

め、εp (E,x,y,z) (E=662 kev)の空間分布を取得

することとした。点状の 137Cs 標準線源を用

い、各測定点で得られた計数効率をボクセ

ルサイズ 10×10×10 (mm3)における計数効率

とみなすこととした。検出器から高さ z (z 

=0,30,60,90,120,150 mm) の 面 に お け る εp 

(E,x,y,z)の分布は同心円状となる想定で、X

軸正方向のみの各高さ z の面において 10 

mm 刻みで測定を行った。実験データより、

各面における検出器中心からの距離と計数

効率の関数を求め、各ボクセルの計数効率

を計算し、計数効率の空間分布プロファイ

ルを得た。 

得られた効率プロファイルから不定形状

試料に対しての適用の検討として、同形式

の 5”φ×5”NaI(Tl)シンチレーション検出器

（非破壊式放射能測定装置）で測定したま

つたけ試料の写真から形状を把握し、同様

にマップからレスポンスを計算した。形状

は楕円錐台に近似し、形状の決定に必要な

各寸法を決定した。これらから式(1)により

𝜀(𝐸)を得た。この手法により得た𝜀(𝐸)5 試

料の放射能濃度は、2 試料については Ge 検

出器による結果との差が少なかったものの、
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3 試料については 30 %程度低い結果となっ

た。いずれも低めに評価される傾向は、非破

壊式装置による指示値も同様である。この

ことは形状の想定が異なることだけではな

く、写真画像からは検出器直上の試料―検

出器間の空隙による影響も懸念され、さら

なる検討が望まれる。 

 

4）検査法の提案 

以上の検討結果より、まつたけ、むきた

け、ならたけ、なめこ及び皮付きたけのこに

ついて非破壊式検査法の対象品目とするこ

とを提案し、その提案内容は「非破壊検査法

に食品中の放射性セシウムスクリーニング

法について」に反映された。非破壊検査法

は、今後、検査条件の精査及び手法の改良の

検討を行うことにより、さらなる信頼性、検

査効率性の改善並びに適用拡大の可能性が

あると考えられる。 

 

E. 結論 

本研究では、異なる機種の非破壊式放射

能測定装置による測定と Ge 検出器を用い

た公定法による比較検討を、野生きのこ試

料を用いて行った。その結果、いずれの機種

も Ge 検出器による測定結果と良好な相関

が得られた。ただし、品目や装置の種類によ

って差はあるものの、多くの野生きのこに

対して非破壊式装置の結果が、Ge 検出器の

結果よりも低めの評価となる傾向が見られ

た。本研究では、100 Bq/kg に対するスクリ

ーニング検査への適用性について回帰直線

の予測区間による方法を用いて検討し、

99 %予測区間の上限値が 100 Bq/kg の場合

の予想される試料の放射能濃度を回帰曲線

によって非破壊式装置指示値を Ge 検出器

測定値相当に換算して評価した。その結果、

スクリーニングレベルは機種によって異な

るが、まつたけ、むきたけ、ならたけ、なめ

こ及び皮付きたけのこについて 40～70 

Bq/kg 程度の範囲にあった。 

以上の結果から、まつたけ、むきたけ、な

らたけ、なめこ及び皮付きたけのこついて

は一定の成果が得られたことから、検討内

容に基づく検査法を提案し、「非破壊検査法

による食品中の放射性セシウムスクリーニ

ング法」に反映された。 

今回用いた回帰直線の予測区間による方

法はより適切な濃度範囲の試料によって

Ge 検出器を用いた測定結果との比較によ

りスクリーニング性能の評価を可能とする

が、一方で、試料数の確保が困難、低濃度の

試料しか採取できないなどの状況も想定さ

れる。高い優先度で検査対象の候補とされ

ることが想定される試料は、そもそも試料

の放射能濃度が低い（検出限界以下を含む）

ものが多いことも考えられる。非破壊式装

置による測定原理を考慮すると試料に対す

る感度（計数効率）は、嵩に依存するため、

嵩密度がほぼ同等の範囲にあると見込まれ

るものを同一のグループとして評価するこ

とも考えられる。本結果に示した品目別の

非破壊式装置による結果の Ge 検出器によ

る結果との差の傾向は、それが可能である

ことを示唆するものといえる。これには今

後、さらに試料数が不足する品目について

は試料数を増やし評価に足る統計精度を確

保する、加えて、実試料の嵩密度の調査を進

め物理的に同等と扱える範囲を明らかにす

ることが必要であると考えられる。実際の

検査への適応性評価にあたっては、対象試

料の範囲を決め、実試料の実測を基本とし
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つつ、試料種別固有の放射性セシウム分布

特性を本研究で示したイメージングプレー

トを用いた手法などにより把握し、大きさ、

形状の違いの幅を決め、その想定する範囲

が装置の検出効率に及ぼす影響を計算や放

射能が既知のファントム試料によって評価

するなどの手法も考えられる。これについ

て令和 2 年度より検討を進め、令和 3 及び

４年度は写真データにより得た形状データ

から計数効率を半実験的計算手法で評価す

る手法を検討した。このような計算も含め

た手法を取り入れることで実試料測定デー

タの不足を補い、検査で起こりうる測定の

ばらつき範囲を評価する手法も検討の余地

があると考えられる。このような手法が確

立できれば、実試料の形状等の特徴を把握

することで計数効率の妥当性評価に用いる

ことも考えられる。 
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表 1 本研究に用いた市販の非破壊式放射能測定装置 

装置名 形式 
検出器の種類 

及びサイズ 

しゃへい

体 
製造元 

非破壊式放射能

測定装置 
FF1 

NaI(Tl) 

φ5.08x5.08cm  7 本 
鉛 50mm 日栄工業㈱ 

そのままはかる

NDA2 

AFT-

NDA2 

NaI(Tl) 

φ12.7x12.7cm 

鉛 35～

50mm 
㈱アドフューテック 

簡易検査装置 Hitz 
CsI(Tl) 

φ11.0 x 2.5cm 
鉛 50mm 日立造船㈱ 

連続個別非破壊

放射能測定 

システム 

A01 
NaI(Tl) 

φ5.08x5.08cm 120 本 
鉛 50mm 千葉鉄工所㈱ 

連続個別非破壊

放射能測定 

システム 

A01S 

NaI(Tl) 

φ5.08x5.08cm   

45 ユニット１列 

鉛 50mm 千葉鉄工所㈱ 

 

表 2-1  非破壊式装置のスクリーニングレベル評価結果（野生きのこ） 

 試料種別 FF1 AFT-NDA2 

スクリーニングレベル指示値  

Bq/kg 

むきたけ 65 34 

なめこ 68 47 

ならたけ 64 46 

スクリーニングレベル指示値 

の濃度換算値 Bq/kg 

むきたけ 66 44 

なめこ 63 53 

ならたけ 71 60 

表 2-2  非破壊式装置のスクリーニングレベル評価結果（皮付きたけのこ） 

 試料種別 A01 A01S FF1 AFT-NDA2 

スクリーニングレベル

指示値  

Bq/kg 

ねまがりたけ - - 38 61 

孟宗竹 57 84 - - 

スクリーニングレベル

指示値の濃度換算値 

Bq/kg 

ねまがりたけ - - 45 72 

孟宗竹 55 72 - - 
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図 1 検体の写真撮影 （上段：書画カメラ（ELMO・L-12W）と撮影スタジオ  

下段：試料正面写真（左）、同上面写真（右）） 
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図 2 測定に用いた野生きのこの種別と各検体数（2019～2022 年度） 

 
図 3 測定に用いたきのこの種別毎の濃度分布(個別値のプロット）数値は中央値 
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図 4 測定に用いた 260Bq/kg 未満の野生きのこの種別検体数（2019～2022 年度） 
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食品中放射性物質濃度データの解析 
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厚生労働科学研究費補助金（食品の安全確保推進研究事業） 

加工食品の輸出拡大に向けた規格基準設定手法の確立のための研究 

令和 2～4 年度 総合分担研究報告書 

 

食品中放射性物質濃度データの解析 

 

研究分担者 中村公亮 国立医薬品食品衛生研究所 食品部第五室長 

 

研究要旨 

近年、日本産の食品の輸出拡大が期待されている。しかしながら、2011 年に発生した福島

第一原子力発電所の事故による放射性物質の汚染に関する懸念から、日本産食品に対する

輸出先国の規制が始まり、未だ完全な規制の撤廃には至っていない。撤廃に結び付けるため

には、全国から収集される検査データを解析し、その傾向を読み解き科学的エビデンスを提

示して、日本産の食品の安全性についての情報を発信し続けることが重要である。また、原子

力災害対策本部が決定したガイドライン「検査計画、出荷制限等の品目・区域の設定・解除の

考え方」に従って、地方自治体において検査計画に基づいたモニタリング検査が行われてい

るところであるが、モニタリング検査結果の推移や新たな科学的知見の集積、出荷制限等の

解除事例の状況等を見極めつつ、検査等を合理的かつ効率的に実施するためにガイドライン

の随時見直しが必要である。そこで本分担研究では、厚生労働省ホームページで公開された

食品中の放射性セシウム（134,137Cs）濃度の検査データ（以下、公開データと略す。）を解析し、

得られた結果を考察した。令和 2 年度は、公開データから特に水産物について取り上げた。

淡水魚については、年間約 1,900 件程度検査され、基準値の超過は継続的に報告されてい

たが、養殖魚は 2012 年の福島県産ドジョウ 1 件を最後に報告されていなかった。淡水魚にお

ける基準値を超過する検出率は、養殖魚で低く天然魚で高い傾向にあった。淡水域において

は周辺環境に生息する生物を食することによる食物連鎖を通じた移行、海水域に関しては、

底層に沈積した放射性物質の影響は低くなっている等の海外誌に近年掲載された学術論文

の報告の内容と矛盾しない結果を示唆しており、近年の日本産の海産物、特に海水ならびに

淡水の養殖魚の安全性は極めて高いことが推察された。令和 3 年度は、公開データの中から

果実類ならびにそれらを加工した食品について取り上げた。果実類の多くは 134,137Cs 未検出と

報告されており、2017 年に採取されたクリ 1 件を最後に生鮮果実類には基準値を超えるような

報告はなかった。一方で、あんぽ柿、干し柿等の一部の果実類の加工食品には、2021 年にも

基準値超過の報告があった。このことから、生鮮果実類に関しては、引き続き検査数の削減対

象ではあるが、少なくとも、地方自治体の検査計画の中で検査対象品目に挙げられている、あ

んぽ柿、干し柿等の果実類の乾燥加工食品については、モニタリングを継続していく必要性

が示唆された。令和 4 年度は、公開データの中から食品カテゴリが「その他」に報告された食

品について取り上げた。2012～2022 年度までの全データ 2,614,842 件の内、「その他」に分
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類された食品で基準値を超過(>100 Bq/kg)したものは、乾燥キノコ、干し柿、あんぽ柿などの

乾燥させた加工食品の計 250 件であった。これらの加工食品は、加工の過程で 134,137Cs が濃

縮（令和 4 年度報告に 190～430 Bq/kg が報告）され、そのまま食するものが多く、この様な食

品のモニタリングを継続することは食の安全を確保していく上で重要と考えられた。 

 

研究協力者： 

千葉慎司 （国立医薬品食品衛生研究所） 

木内隆 （国立医薬品食品衛生研究所） 

 

Ａ．目的

 平成 23 年の東京電力福島第一原子力発

電所事故によって生じた食品中放射性物質

の検査は、原子力災害対策本部が決定した

ガイドラインに従って、地方自治体において

検査計画に基づいたモニタリング検査が行

われている。当該ガイドラインは、モニタリン

グ検査結果の推移や新たな科学的知見の

集積、出荷制限等の解除事例の状況等も見

極めつつ、検査等を合理的かつ効率的に

実施するために随時見直しが行われている

ことから、今後のガイドライン改定に向けて、

現況の解析は引き続き必要である。また、日

本産食品の輸出拡大が期待される中で、放

射性物質の汚染に関する懸念から、日本産

食品に対する輸出先国の規制がなされ、未

だ完全な撤廃には至っていないことから、国

内外に向けての現状の情報発信が重要で

ある。本研究では、厚生労働省ホームペー

ジで公開されている食品中の放射性セシウ

ム（134,137Cs）濃度の測定データを解析し、全

国の検査機関から報告される食品中の放射

性セシウム検査データを毎年度ごとに集積

し、データを解析することで、放射性セシウ

ム濃度の経時的変化、食品群間の変動、加

工品中の放射性物質濃度等についての情

報を得る。その中で、地方自治体において

行われているモニタリング検査をより効果

的・効率的に実施するための検査計画の検

討を行うこと、栽培/飼養管理が困難な品目

と可能な品目における放射性セシウムの検

出率、基準値超過率についての情報も収集

し、ガイドライン改定による検査結果への影

響を調べることを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

1）初年度（令和 2 年度） 

I.データ解析の方法  

1 データソース取得処理 

1.1 データソース取得方法 

全国の自治体等から厚生労働省に報告

された食品中の Cs 濃度検査結果は、厚生

労働省 Web サイト “Levels of Radioactive 

Materials in Foods Tested in Respective 

Prefectures”に掲載されている月別検査結果

を参照し、Cs 濃度の集計表 Excel ファイルか

ら取得した。データは、上記 Web ページより

各月ごとに Excel ファイルのダウンロード

URL のリンクから取得したが、今回はプログ

ラミング言語「Python3」に加えて Web 解析用

ライブラリ「Beautiful Soup4」や HTTP 通信・

URL 操作用ライブラリ「urllib3」を使用した

Web サイトの構造解析および URL リンク要
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素を抽出（以下 Web スクレイピングと呼ぶ）

することによって全データファイルのダウンロ

ードを実行した。 

 

1.2 データソース取得用コンピューター環境

の整備 

データ解析用のローカルコンピューター

の ハ ー ド ウ ェ ア 構 成 は 、 「 CPU: Intel(R) 

Core(TM) i5-6200U @ 2.30GHz（2 コア 4 ス

レッド キャッシュサイズ 3MB）」、「メインメモ

リ: 16.0GB」、「OS: Windows 10 Pro （64bit）」

を使用した。プログラムの実行環境は OS に

Linux 系 OS のなかでも汎用性と扱いやすさ

を考慮し「Ubuntu20.04.1 LTS（Focal Fossa）」

を採用し、プログラミング言語には高い汎用

性と柔軟性に加えて扱いやすい機能が豊富

なインタープリタ型のスクリプト言語「Python3

（バージョン 3.7.6 Ubuntu 版）」を採用した。

プログラムの実行は、Python 環境仮想化管

理 ツ ー ル 「 pyenv （ バ ー ジ ョ ン  1.2.20-5-

g1ec3c6f1）」を導入した上で、科学計算向け

Python 用オープンソースディストリビューショ

ン「Anaconda3（バージョン 2020.02）」で環

境を構築し、Python プログラムを実行した。

Python 動作環境は Web 動作式対話型科学

計算向け統合開発環境「Jupyter Notebook

（バージョン jupyter 1.0.0, jupyter-client 5.3.4, 

jupyter-core 4.6.1）」およびその後継拡張環

境「JupyterLab-Server（バージョン jupyterlab 

1.2.6, jupyterlab-server 1.0.6）」を構築した。

プログラムの実行はローカルコンピューター

の Web ブ ラ ウ ザ 「 Mozilla Firefox 」 か ら

「Jupyter Lab」を稼働し、「Jupyter Notebook」

形式で実行した。追加 Python ライブラリには

Web スクレイピング用ライブラリ「Beautiful 

Soup4（バージョン 4.8.2）」、HTTP 通信・

URL 操作用ライブラリ「urllib3（バージョン 

1.25.8）」を使用した。 

 

1.3 データソース取得プログラム 

データソース取得処理は、先ず準備とし

て BeautifulSoup4, urllib3 の各種ライブラリを

Python 上でインポートし、続けて変数の初期

化を行った。準備終了後、厚生労働省の

Web サイトから urllib3 ライブラリを使用して

該当 URL へ HTTP 接続・Web ページの

HTML の内容を読み込み、所定の変数へ

格納した。HTML の内容を格納した変数か

ら BeautifulSoup4 ライブラリを使用して Web

スクレイピングを実行し、抽出した Excel ファ

イルのダウンロード URL を所定の変数へ格

納した。このダウンロード URL を格納した変

数から urllib3 ライブラリを使用して Excel フ

ァイルのダウンロード・所定のフォルダへの

保存を行った。最後のファイルまでダウンロ

ードが完了した後、処理を終了した。 

 

2 データ統合処理 

2.1 データ統合処理の方法 

データ統合処理フェーズでは、データソ

ース取得フェーズで取得したデータファイル

を統合・連結した。データファイルは、月毎

の Excel ファイルに分割されているため、解

析の前処理として Python 言語および Pandas

（二次元の配列を index(行)と column(列)を

割り振る）ことで、Python で Excel データシー

トのように操作した。このように作成した各月

のファイルをデータフレームとして読み込み、

データを統合し、合理的にデータ管理が可

能な構造を構築した。 

 

2.2 データ統合用コンピューター環境の整備 
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データ統合ならびに解析に使用したサー

バ ー コ ン ピ ュ ー タ ー は 、 「 CPU: Intel(R) 

Xeon(R) CPU E5-2620 v3 @ 2.40GHz（6 コア

12 スレッド キャッシュサイズ 15MB）」、「メイ

ン メ モ リ : 96GB 」 、 「 グ ラ フ ィ ッ ク ボ ー ド : 

NVIDIA Corporation GM107GL [Quadro 

K620] （ rev a2 ） 」 、 「 ス ト レ ー ジ : SSD 

2,000GB」、「OS: Ubuntu20.04.1 LTS（Focal 

Fossa）」のハードウェア構成を使用した。ロ

ーカルコンピューターのハードウェア構成は

データソース取得フェーズのものを引き続き

使用した。プログラムの実行環境は OS には

汎 用 性 と 扱 い や す さ を 考 慮 し 、

「Ubuntu20.04.1 LTS（Focal Fossa）」を、プロ

グラミング言語には高い汎用性と柔軟性に

加えて扱いやすい機能が豊富なインタープ

リタ型のスクリプト言語「Python3（バージョン

3.7.6 Ubuntu 版）」を採用した。プログラムの

実行は、Python 環境仮想化管理ツール

「pyenv（バージョン 1.2.20-5-g1ec3c6f1）」を

導入した上で、科学計算向け Python 用オー

プンソースディストリビューション「Anaconda3

（バージョン  2020.02）」で環境を構築し、

Python プログラムを実行した。Python 動作

環境は Web 動作式対話型科学計算向け統

合開発環境「Jupyter Notebook（バージョン 

jupyter 1.0.0, jupyter-client 5.3.4, jupyter-core 

4.6.1 ） 」 お よ び そ の 後 継 拡 張 環 境

「 JupyterLab-Server（バージョン  jupyterlab 

1.2.6, jupyterlab-server 1.0.6）」を構築した。

プログラムの実行は、ローカルコンピュータ

ーの Web ブラウザから「Jupyter Lab」を稼働

し、「Jupyter Notebook」形式で実行した。追

加 Python ライブラリには Excel データシート

をデータフレームとして読み込みデータをイ

ンデックス（行）とカラム（列）による管理する

ことや、データフレームを CSV ファイルに出

力するために Python 用データフレーム処理

ライブラリ「Pandas（バージョン 1.1.3）」を導

入して行った。 

 

2.3 データ統合処理プログラム 

データ統合処理プログラムは、先ず準備

として Pandas の各種ライブラリをインポートし、

続けて変数を初期化してから進めた。準備

が済んだら各年初月の Excel ファイルを

「pandas.read_excel」メソッドを使用して各年

毎の変数にデータフレームとして読み込ん

だ 。 次 の 月 の Excel フ ァ イ ル は 、

「pandas.read_excel」メソッドを同様に使用し

て デ ー タ フ レ ー ム と し て 読 み 込 み 、

「pandas.append」メソッドを用いて年毎の変

数へデータフレームを継ぎ足した。読み込

んだデータのレコード数（行数）をカウントし

て各月の検体数として出力し、途中ファイル

のない月があった場合、if 文による条件分岐

処理を組み込むことでエラーを回避し、どの

年月のファイルがないのかメッセージを出力

表示した。以上の処理を最後の月まで for 文

による繰り返し処理を組み込み実行し、さら

に各年月の Excel ファイルの読み込みから

最後の月まで for 文によって 2012 年から

2020 年まで繰り返し処理を実行、完了後一

連の処理を終了した。 

 

3 データ修正・前処理 

3.1 データ修正・前処理の方法 

データ修正・前処理フェーズでは、データ

統合フェーズで各年毎に連結したデータの

修正・前処理を行った。 

 

3.2 データ修正・前処理用コンピューター環
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境の整備 

ハードウェア環境は 2 データ統合処理の

際に使用した構成をそのまま採用した。プロ

グラムの実行環境は OS には汎用性と扱い

やすさを考慮し、「Ubuntu20.04.1 LTS（Focal 

Fossa）」を、プログラミング言語には高い汎

用性と柔軟性に加えて扱いやすい機能が豊

富 な イ ン タ ー プ リ タ 型 の ス ク リ プ ト 言 語

「Python3（バージョン 3.7.6 Ubuntu 版」」を採

用した。プログラムの実行は、Python 環境仮

想化管理ツール「pyenv（バージョン 1.2.20-

5-g1ec3c6f1）」を導入した上で、科学計算向

け Python 用オープンソースディストリビュー

ション「Anaconda3（バージョン 2020.02）」で

環境を構築し、Python プログラムを実行した。

Python 動作環境は Web 動作式対話型科学

計算向け統合開発環境「Jupyter Notebook

（バージョン jupyter 1.0.0, jupyter-client 5.3.4, 

jupyter-core 4.6.1）」およびその後継拡張環

境「JupyterLab-Server（バージョン jupyterlab 

1.2.6, jupyterlab-server 1.0.6）」を構築した。

プログラムの実行はローカルコンピューター

の Web ブ ラ ウ ザ 「 Mozilla Firefox 」 か ら

「Jupyter Lab」を稼働し、「Jupyter Notebook」

形式で実行した。追加 Python ライブラリには

Excel データシートをデータフレームとして読

み込みデータをインデックス（行）とカラム（列）

による管理や、データフレームを CSV ファイ

ルに出力するために Python 向けデータフレ

ーム処 理ライ ブ ラ リ「 Pandas （バージ ョ ン 

1.1.3）」を導入した。 

 

3.3 データ修正・前処理プログラム 

データ修正・前処理は、2 データ統合処理

で生成したデータフレームを続けて使用した。

また以下のメソッドおよび属性を使用した。

空白行など不要要素の削除する際に「drop」

メソッドおよび「dropna」メソッドを使用した。

必要なカラムを抽出する際に「loc」属性およ

び「iloc」属性を使用した。数値型カラム内の

文字列の削除や、誤表記などの文字列の置

換する際に「replace」メソッドを使用した。ま

た文字列を置換する際は「regex」引数を使

用することで正規表現による文字列のパタ

ーンマッチングと完全一致および部分一致

を組み合わせて特定の文字列の修正処理

を行った。各検体を食品分類に分ける際な

どに「where」や「merge」といったメソッドを組

み合わせて使用した。「Sampling Date」や

「Results Obtained Date」といった文字列フォ

ーマットとして認識された年月日項目を日付

フ ォ ー マ ッ ト へ 変 換 す る 際 に

「pandas.to_datetime」メソッドを使用した。ま

た「Sampling Date」や「Results Obtained Date」

「Press Release Date」といった日付データは

サンプリングの時期やサンプリング担当者に

よって入力された書式が大きく異なるため、

極力統一した書式に置き換えを行った。文

字 列 と し て 認 識 さ れ た 数 値 項 目 は

「pandas.to_numeric」メソッドを使用して数値

データへ変換した。空白欄など欠損した箇

所は「pandas.fillna」メソッドを使用してデータ

を補完した。前処理によって整形したデータ

フレームは「pandas.pivot_table」メソッドを使

用して整合性の確認を行った。前処理の完

了後、「pandas.to_csv」メソッドによって CSV

ファイルへ出力した。 

 

4 データ集計 

4.1 データ集計の方法 

集計フェーズでは、前処理フェーズで年

毎に処理後 CSV ファイルへ出力したデータ
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を全て連結させて集計・解析を行った。全体

の集計は、検査全体の検体数・流通品およ

び非流通品・食品カテゴリ・確定数値および

不確定数値の経年推移を集計した。また採

取日（購入日）「Sampling Date」と結果判明

日「Results Obtained Date」の差を計算するこ

とで、各検体の「Sampling Date」から「Results 

Obtained Date」までに要した日数などを算出

し、データの整合性や解析不能データなど

を集計・確認した。詳細集計として、食品カ

テゴリごとの基準値超過検体数・基準値超

過検体のリストアップ・流通品および非流通

品の検査数と基準値超過数の経年推移・基

準値超過検体の食品分類の割合およびそ

の経年変化・食品分類ごとの基準値超過品

目の割合とその経年推移・主要な都道府県

の食品分類ごとの基準値超過件数などを集

計・解析を行った。134Cs と 137Cs の合計の基

準値超過における評価項目である『exceed 

action levels』は Cs 基準値超過の評価基準

が時期によって異なるため、『食品カテゴリ』

から「飲料水」且つ「Cs total」値が 10 を超過

した検体または、「牛乳・乳児用食品」且つ

「Cs total」値が 50 を超過した検体または、

「畜産物」または「農産物」または「水産物」ま

たは「野生鳥獣肉」または「その他」且つ「Cs 

total」値が 100 を超過した検体を『Exceed』項

目を追加し集計した。 

各検体の食品カテゴリについて明確にす

るため、「畜産物」「水産物」「農産物」「野生

鳥獣肉」「その他」を「一般食品」、「牛乳・乳

児用食品」と「飲料水」の 3 つのカテゴリに分

類し、各検体の情報について「食品カテゴリ

_2」の項目を追記した。食品分類の基準は、

「月報作成ルール 201016.xlsx」ファイルの

「食品分類」シートを参考に、データフレーム

に「食品分類」項目を各検体の追加属性とし

て付け加え、不要データ削除後、再集計を

行った。また都道府県を地域区分に分類し

各検体の属性として付け加えた。地域区分

の基準は、「総務省｜政策統括官（統計基

準担当）｜地域別表章に関するガイドライン」

に記述されている「別紙 地域ブロック区分

の主な類型」より「類型 I」を参考に、データフ

レームに「地域区分」項目を追加情報として

加えた。 

また、本研究に限り、基準値超過件数は

一般食品は 100 Bq/kg 以上、牛乳・乳児用

食品は 50 Bq/kg 以上、飲料水は 10 Bq/kg

以上と定義し、プログラムを用いて抽出なら

びに集計を行った。 

 

4.2 データ集計用コンピューター環境の整備 

プログラムの実行環境は OS には扱いや

すさを考慮して「Ubuntu20.04.1 LTS （Focal 

Fossa）」を採用し、プログラミング言語には高

速且つ柔軟な計算処理能力に加えて扱い

やすさを考慮して数学・統計解析向けプログ

ラミング言語「R 言語（R version 4.0.3 [2020-

10-10]）」を採用した。環境は構築の簡便さと

再現性を考慮してコンテナ型仮想環境管理

プ ラ ッ ト フ ォー ム 「 Docker 」 を 導 入 し た 。

Docker コンテナは Docker Hub から RStudio

向けイメージ「rocker/rstudio」を採用、これを

ベースにコンテナを構築した。R 言語実行環

境は「Docker」上で「rocker/rstudio」のコンテ

ナから Web 動作式 R 言語向け統合開発環

境「RStudio Server（Version 1.3.1093）」を構

築した。プログラムの実行はローカルコンピ

ューターの Web ブラウザ「Mozilla Firefox」か

ら「RStudio Server」を稼働し、「R Notebook」

形式で実行した。追加パッケージには、デ
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ータフレーム高速計算処理用パッケージ

「dplyr（バージョン 1.0.2）」、データ整形用

パッケージ「tidyr（バージョン 1.1.2）」、日付

処理用パッケージ「 lubridate（バージョン 

1.7.9）」、文字列処理用パッケージ「stringr

（バージョン 1.4.0）」、高速且つ柔軟なテー

ブル読み込みパッケージ「readr（バージョン 

1.4.0）」を導入した。 

 

4.3 データ集計プログラム 

データ集計フェーズでは、まず下準備とし

て RStudio 上の変数を初期化し、作業ディレ

クトリの確認および設定、「dplyr」「 tidyr」

「ggplot2」「lubridate」「stringr」「knitr」「readr」

「extrafont」の各種パッケージの読み込みを

行った。下準備完了後、データ修正・前処

理フェーズで整形・出力した CSV ファイルを

「readr」パッケージで各年毎に読み込み、

rbind 関数で連結した。Cs 濃度などの数値フ

ォーマットのデータが文字列フォーマットとし

て認識されることがあるため「as.numeric」関

数を使用して型変換を行った。その他『都道

府県』『流通品/非流通品』『食品カテゴリ』

『食品カテゴリ 2』『食品分類』『Inspection 

instrument』『地域区分』『exceed action levels』

のカテゴリ変数の項目を「as.factor」関数を使

用して要素の因子化を行った。データ連結・

データ型変換・要素の因子化などの作業が

完了した状態から、「 subset」関数および

「filter」関数に正規表現を組み合わせたデ

ータの抽出、「group_by」関数による要素の

グループ化、「summarise」「spread」「count」

「xtabs」といった R 関数に加えて、Excel ピボ

ットテーブルなどを一部組み合わせてクロス

集計を行った。 

 

5 解析・可視化 

5.1 解析・可視化の方法 

解析・可視化フェーズでは、集計フェーズ

で行った集計結果を元にデータを解析、グ

ラフへ出力・可視化した。 

 

5.2 解析・可視化コンピューター環境の整備 

プログラムの実行環境は OS には扱いや

すさを考慮して「Ubuntu20.04.1 LTS （Focal 

Fossa）」を採用し、プログラミング言語には高

速且つ柔軟な計算処理能力に加えて扱い

やすさを考慮して「R 言語（R version 4.0.3 

[2020-10-10]）」を採用した。環境は構築の

簡便さと再現性を考慮して「Docker」を導入

した。Docker イメージは Docker Hub から

「rocker/rstudio」を採用した。R 言語実行環

境は「Docker」上で「rocker/rstudio」のコンテ

ナから「RStudio Server（Version 1.3.1093）」を

構築し、「R Notebook」上で実行した。追加

パッケージには、データフレーム高速計算

処 理 用 パ ッ ケ ー ジ 「 dplyr （ バ ー ジ ョ ン 

1.0.2）」、データ整形用パッケージ「tidyr （バ

ージョン 1.1.2）」、グラフ描画用パッケージ

「ggplot2（バージョン 2 3.3.2）」、テーブル処

理用パッケージ「knitr（バージョン 1.30）」、

日本語 TrueType フォント対応用パッケージ

「extrafont（バージョン 0.17）」を導入した。 

 

5.3 解析・可視化プログラム 

解析・可視化は、データ集計フェーズで

計算した集計結果から解析・可視化を行っ

た。「ggplot2」パッケージを使用して 2012 年

から 2020 年までの「Results Obtained Date」

と「Cs total」から「geom_point」関数を使用し

て散布図を作成した。Cs 濃度基準値超過件

数の分布は「geom_histgram」関数からヒスト
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グラムを作成した。検出した Cs 濃度の検出

値の分布は「geom_violin」関数からバイオリ

ンプロットを年毎に作成した。Cs 濃度の基準

値超過件数は年・流通品および非流通品・

食品分類・品目などに分け「bar_plot」を極座

標表示で出力することで円グラフを作成した。 

  

2）第二年度（令和 3 年度） 

1.データソースの取得 

全国の自治体等から厚生労働省に報告

された食品中の 134,137Cs 濃度検査結果は、

厚生労働省 Web サイト“東日本大震災関連

情報”で 2012 年 4 月から 2022 年 3 月まで

に公表された“月別の検査結果”の Excel

ファイルから入手した。 

 

2.データの集計 

取得したデータは、CSV ファイルへ出力し

集計した。データの集計は、検査全体の検

体数・流通品および非流通品・食品カテゴ

リ・確定数値および不確定数値の経年推移

を 対 象 に 行 っ た 。 「 Sampling Date 」 と

「Results Obtained Date」の差を計算する

ことで、各検体の「Sampling Date」から

「Results Obtained Date」までに要した日

数などを算出し、データの整合性や解析不

能データなどを集計・確認した。詳細な集計

として、食品カテゴリごとの基準値超過検体

数・基準値超過検体のリストアップ・流通品

および非流通品の検査数と基準値超過数

の経年推移・基準値超過検体の食品分類の

割合およびその経年変化・食品分類ごとの

基準値超過品目の割合とその経年推移・主

要な都道府県の食品分類ごとの基準値超

過件数などを集計・解析を行った。134Cs と
137Cs を合計した値『Cesium total』の基準

値超過における評価項目である『exceed 

action levels』は Cesium 基準値超過の評

価基準が時期によって異なるため、『食品カ

テゴリ』から「飲料水」且つ「Cesium total」

値が 10 Bq/kg を超過した検体または、「牛

乳・乳児用食品」且つ「Cesium total」値が

50 Bq/kg を超過した検体または、「畜産物」

または「農産物」または「水産物」または「野

生鳥獣肉」または「その他」且つ「Cesium 

total」値が 100 Bq/kg を超過した検体を

『Exceed』項目を追加し集計した。 

 各検体の食品カテゴリについて明確にす

るため、「畜産物」「水産物」「農産物」「野生

鳥獣肉」「その他」を含む「一般食品」、「牛

乳・乳児用食品」と「飲料水」の3種類に分類

した。食品分類の基準は、「月報作成ルー

ル 201016.xlsx」ファイルの「食品分類」シー

トを参考に、データフレームに「食品分類」項

目を各検体の追加属性として付け加え、不

要データ削除後、再集計を行った。また都

道府県を地域区分に分類し各検体の属性と

して付け加えた。地域区分の基準は、「総務

省｜政策統括官（統計基準担当）｜地域別

表章に関するガイドライン」に記述されてい

る「別紙 地域ブロック区分の主な類型」より

「類型 I」を参考に、データフレームに「地域

区分」項目を追加情報として加えた。 

放射性セシウムの検出の定義は、134Cs と
137Cs の濃度の和が 25 Bq/kg 超であるもの

とした。また、基準値超過件数は一般食品で

100 Bq/kg 超、牛乳・乳児用食品で 50 

Bq/kg 超、飲料水で 10 Bq/kg 超と定義し、

プログラムを用いて機械的に抽出ならびに

集計した。集計は、データフレームに付け加

えた「食品分類」項目から『果実類（種実類

含む）』のデータを抽出し、さらに「品目名」

項目のうち『リンゴ』『ナシ』『カキ』『クリ』『カキ』

『ユズ』『モモ』『ウメ』のデータを抽出して行っ

た。ここから「都道府県」項目のうち『全ての

都道府県』および『福島県』『栃木県』『宮城
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県』『青森県』『千葉県』『山形県』『群馬県』

『茨城県』『山梨県』『静岡県』『徳島県』を抽

出、「検査数」「検出数」「基準値超過数」お

よび「検出率」「基準値超過率」の集計デー

タを作成した。集計は、R を用いて行った。 

 

3）最終年度（令和 4 年度） 

1. データソースの取得 

全国の自治体等から厚生労働省に報告

された食品中の 134,137Cs 濃度検査結果は、

厚生労働省 Web サイト“東日本大震災関連

情報”で 2012 年 4 月から 2023 年 3 月まで

に公表された “月別の検査結果”の Excel フ

ァイルから入手した。 

 

2. データ解析の方法 

取得したデータは、プログラミング言語

Python によってデータの前処理を行った後、

CSV ファイルへ出力し集計・解析した。 

データの集計は、検査全体の検体数・流

通品および非流通品・食品カテゴリ・確定数

値および不確定数値の経年推移を対象に

行った。「Sampling Date」と「Results Obtained 

Date 」の差を計算することで、各検体 の

「Sampling Date」から「Results Obtained Date」

までに要した日数などを算出し、データの整

合性や解析不能データなどを集計・確認し

た。詳細な集計として、食品カテゴリごとの基

準値超過検体数・基準値超過検体のリスト

アップ・流通品および非流通品の検査数と

基準値超過数の経年推移・基準値超過検

体の食品分類の割合およびその経年変化・

食品分類ごとの基準値超過品目の割合とそ

の経年推移・主要な都道府県の食品分類ご

との基準値超過件数などを集計・解析を行

った。134Cs と 137Cs を合計した値『Cesium 

total』の基準値超過における評価項目であ

る『exceed action levels』は Cesium 基準値超

過の評価基準が時期によって異なるため、

『食品カテゴリ』から「飲料水」且つ「Cesium 

total」値が 10 Bq/kg を超過した検体または、

「牛乳・乳児用食品」且つ「Cesium total」値

が 50 Bq/kg を超過した検体または、「畜産物」

または「農産物」または「水産物」または「野

生鳥獣肉」または「その他」且つ「Cesium 

total」値が 100 Bq/kg を超過した検体を

『Exceed』項目を追加し集計した。 

 各検体の食品カテゴリについて明確にす

るため、「畜産物」「水産物」「農産物」「野生

鳥獣肉」「その他」を含む「一般食品」、「牛

乳・乳児用食品」と「飲料水」の3種類に分類

した。食品分類の基準は、「月報作成ルー

ル 201016.xlsx」ファイルの「食品分類」シート

を参考に、データフレームに「食品分類」項

目を各検体の追加属性として付け加え、不

要データ削除後、再集計を行った。また都

道府県を地域区分に分類し各検体の属性と

して付け加えた。地域区分の基準は、「総務

省｜政策統括官（統計基準担当）｜地域別

表章に関するガイドライン」に記述されてい

る「別紙 地域ブロック区分の主な類型」より

「類型 I」を参考に、データフレームに「地域

区分」項目を追加情報として加えた。 

放射性セシウムの検出は、134Cs と 137Cs 

の濃度の和が 25 Bq/kg 超であるものとして

定義した。また、基準値超過件数は一般食

品で 100 Bq/kg 超、牛乳・乳児用食品で 50 

Bq/kg 超、飲料水で 10 Bq/kg 超と定義し、解

析はオープンソースの統計解析ソフトウェア

R 言語を用いて機械的に抽出ならびに集

計・解析を行った。 

データソースの Excel ファイルにおいて

「食品カテゴリ」項目は、「農産物」「畜産物」

「水産物」「牛乳・乳児用食品」「野生鳥獣肉」

「飲料水」「その他」の７カテゴリに分類されて

いる平成 24 年度から令和 4 年度まで全デ
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ータ合計 2,614,842 件のうち、「その他」カテ

ゴリに含まれる 74,999 件の食品についてデ

ータを抽出した。サンプル毎の報告年度は、

「採取日（購入日）」「結果判明日」「厚労省

公表日」を参照した。「採取日（購入日）」を

優先し、その記載のないサンプルについて

は「結果判明日」、それでも記載のないサン

プルは「厚労省公表日」を参照した。報告年

度から年度毎の報告数を合算し、それらの

放射性セシウム検出率・基準値超過率を算

出した。都道府県別の解析は、「産地」項目

の「都道府県」項目から報告数・放射性セシ

ウム検出率・基準値超過率を算出した。算

出された結果の確認は、「食品カテゴリ」をグ

ルーピングし、各カテゴリに含まれる食品分

類件数・品目件数・サンプル数合計・カテゴ

リごとのサンプル数の割合をクロス集計する

ことで行った。 

 

Ｃ．研究結果及び考察 

令和 2 年度： 

厚労省ホームページで公開されている食

品検体の 134,137Cs濃度に関するデータ（2012

年 4 月～2020 年 8 月、計 2478048 検体）を

解析したところ、Ge 半導体測定機器で検査

し基準値 100 Bq/kg を超過した「一般食品」

は 5455 件、基準値 10 Bq/kg を超過した「飲

料水」は 13 件が含まれていた。「牛乳・乳児

用食品」の基準値 50 Bq/kg を超過した報告

は含まれていなかった。「飲料水」に関して

は、基準値超えは 2012 年中に報告されたも

のであった。また、本研究の集計結果からも

流通品の基準値超過率が低いことから、流

通前の検査により、高濃度に放射性セシウ

ムを含む食品が効果的に流通から排除され、

我が国の監視体制が機能していることが改

めて示された。 

基準値を超えて報告のあった「一般食品」

の中の水産物に焦点を絞って解析を試み、

国内の水産物の放射性セシウムの検査につ

いて改善すべき方向性を検討したところ、基

準値超過した海産物の報告は 2015 年の 4

検体を最後に報告はなかった。これは、海

に流出した放射性セシウムが希釈され、遠

海魚においては、底生魚に比べ放射性物

質の蓄積量は事故後に急激に減少し、近年

は、海産物（底層）においても希釈により汚

染物の影響が減少している報告を支持する

結果であった。しかしながら、2016 年以降も

年間 11,953～17,133 件の海産物の検査報

告がなされていた。検査数に関しては、改善

する余地が残されていると考えられた。 

淡水の水産物の基準値超過が報告され

た場所について考察した結果、これまでに

基準値超過の報告のあった 9 県（栃木、福

島、茨城、岩手、宮城、群馬、千葉、埼玉、

神奈川）の内、2019 年には福島県と群馬県

からのみ報告がなされていた。しかしながら、

これら 2 県以外に、過去に出荷制限を指示

された自治体及びその隣接自治体から産出

された水産物の放射性物質の検査結果が

15 県から報告されていた。 

淡水の養殖以外の水産物は、継続的な

出荷制限措置のため、重点的に検査を継続

すべきである一方で、海水の養殖以外の水

産物は、基準値超過の検体は稀であること

から、近年、検査報告数は減少傾向にある

ものの、検査コストも考慮し、リスクに見合っ

た検査数の削減も可能であることが示唆さ

れた。 

 

令和 3 年度： 

公開データの中から、果実類の 134,137Cs
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濃度の検査データを抽出し、抽出したデー

タを経時的に解析した。解析データを基に、

検査された果実類の食品の種類、検体の採

取場所、134,137Cs の検出数、基準値超過数

ならびに検出率、基準値超過率について解

析した。近年に報告された生鮮果実に関す

るデータの多くは、134,137Cs 未検出であった。

2020 年 1 月～12 月、2021 年 1 月～12 月な

らびに 2022 年 1 月～3 月に採取された
134,137Cs が検出された生鮮果実は、それぞれ

2 種類（クリ 1 件、ギンナン 1 件）、4 種類（ク

リ 2件、ユズ 3件、カキ 2件、ナツハゼ 1件）、

0 種類（0 件）であった。基準値を超過した生

鮮果実類の報告はない一方で、基準値を超

過した果実類の加工食品は、カキとウメを原

材料にしたもの（干し柿 75 件[報告された最

終採取日 2021年 9 月 20 日]、あんぽ柿 39

件[報告された最終採取日 2021 年 9 月 15

日]、梅干し 3 件[報告された最終採取日

2013 年 1 月 31 日]、梅の漬物 1 件[報告さ

れた最終採取日 2013 年 5 月 14 日]）であっ

た。134,137Cs が検出され続けている生鮮果実

類の加工食品の加工の方法によっては、加

工後の食品に 134,137Cs が濃縮され、基準値

超過となる可能性は考えられる。このような

生鮮果実類ならびにそれらを加工した食品

を含めモニタリングを継続する必要があるの

ではないかと思われる。 

公開データの中で報告数 1 千件を超えた

果実類は、9 品目（リンゴ、ナシ、カキ、ブドウ、

ウメ、モモ、クリ、ユズ、ブルーベリー）あった。

その内、基準値超過した報告は、ユズ、クリ、

ミカン、ウメ、ブルーベリーの 5 品目であった。

基準値超過した生鮮果実は、2017年 9月に

採取された緊急時モニタリングの結果の報

告（福島県産非流通のクリ）以降なかった。

2020年～2022年に報告された 134,137Csが検

出された生鮮果実はクリ、ギンナン、ユズ、カ

キ、ナツハゼであった。134,137Cs の汚染に関

する実態調査を行い、十分な安全性が担保

されれば、近年基準値の超過の報告のない

生鮮果実（例えばウメ）の検査数の削減は可

能ではないかと思われる。 

 東京電力福島第一原子力発電所事故 1

年目に除染作業の一環として実施されたカ

キ樹体の高圧洗浄処理は、樹皮表面の放

射線量や葉中及び果実中の放射性 Cs 濃度

を低下させ、その低減効果は処理数年後も

持続することが報告されている。また、表土

剥土等による放射性 Cs 除去の有効性につ

いてもこれまでに学術論文等で報告されて

いる。果実類は、数年以上栽培した草本植

物または木本植物から食用として食べられる

ものと定義されており、農場の放射性物質の

除染が科学的に確認され、適切に栽培管理

されている果樹から生産される果実類につ

いては、新たな放射性物質の沈着の恐れが

ない限り放射性物質が検出される可能性は

低いのではないかと思われる。 

 

令和 4 年度： 

2012 年 4 月から 2023 年 3 月までに厚労

省に全国から報告された放射性セシウム検

査データから、食品カテゴリ「その他」の情報

を抽出し解析を行った。その結果、「その他」

項目には多種多様な食品を対象とした検査

結果が含まれており、全国的に検査報告数

は減少傾向にあった。放射性セシウムの濃

度として基準値 100 Bq/kg を超過し報告され

た「その他」食品は、柿とシイタケを乾燥また

は粉末にさせた加工食品であった。100 

Bq/kg を超過した水産物は、2012 年に報告

された天然の淡水魚を加工した「クチボソ

（モツゴ）から揚げ」に限られた。 

「その他」項目の加工方法について見て
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みると、乾燥・粉砕で基準値を超えたものが

多い。特に、除染が行き届いていない場所

で収穫された柿、アシタバ、オヤマボクチ、

シイタケ、トチ、マイタケ、モツゴ、ヤーコン、

桑などを加工した食品に、基準値を超過し

報告されやすい傾向にあることが示唆され

た。干し柿などの乾燥させた食品について

は、そのまま喫食するため、このような食品

については、食の安全を確保するため、引き

続き調査は必要と考えられた。 

「その他」に含まれる食品については、報

告された情報の質について見極める必要が

ある。報告された情報には、多くの場合、産

地、加工工程（例えば、非可食部のヘタ、皮、

表皮等からの深度の除去、洗浄の方法、調

理加工の方法など）に関する詳細は、不明

であることが多いなど、雑多なデータを含ん

でいることから、データの統計解析は不可能

と判断された。 

 

Ｄ．結論 

日本における134,137Csの水質汚染は、近

年は魚に蓄積するほど濃度は高くない。淡

水域においては周辺環境に生息する生物

を食することによる食物連鎖を通じた移行、

海水域に関しては、底層に沈積した放射性

物質の影響は低くなっていることが報告され

ている。本研究からも海産物、特に養殖魚の

安全性は極めて高いことが示唆された。  

2020年1月～2022年3月に採取された生

鮮果実類の中で134,137Csが検出されたものは、

ギンナン、クリ、ユズ、カキ、ナツハゼであっ

た。基準値超過した生鮮果実類の報告はな

い一方で、基準値を超過した果実類の加工

食品（干し柿、あんぽ柿）は、近年において

も報告されている。公開データは、放射性物

質の汚染の実態を直接結び付けるための科

学的な情報は乏しいため、本研究結果のみ

から合理的かつ効率的な検査方法への見

直しについて結論を導き出すのは難しいが、

生鮮果実類に関しては、引き続き検査数の

削減対象ではあるが、少なくとも、地方自治

体の検査計画の中で検査対象品目に挙げ

られている、あんぽ柿、干し柿等の果実類の

乾燥加工食品については、モニタリングを継

続していく必要性が示唆された。 

公開データのうち、食品カテゴリ「その他」

で報告されている食品は、多種多様なもの

が含まれていた。農産物、水産物等の生鮮

以外の加工食品の多くは「その他」として報

告されており、乾燥キノコや干し柿、あんぽ

柿などの乾燥した果物等に基準値を超える

ものが、近年においても報告されていた。加

工の過程で134,137Csが濃縮され、そのまま食

するものも報告されており、この様な食品の

モニタリングを継続することは食の安全を確

保していく上で重要と考えられた。今後のデ

ータ活用につなげるためには、「その他」とし

て報告される情報の収集の方法にも、継続

的に指針を示す必要がある。 

 

Ｅ．研究発表 

１．論文発表 

Nakamura, K., Chiba, S., Kiuchi, T., Nabeshi, 

H., Tsutsumi, T., Akiyama, H., Hachisuka, A.. 

Comprehensive analysis of a decade of 

cumulative radiocesium testing data for 

foodstuffs throughout Japan after the 2011 

Fukushima Daiichi Nuclear Power Plant 

accident, PLOS ONE, 17, e0274070, 2022 

 

２．学会発表 

1. 中村公亮、千葉慎司、秋本智、蜂須賀暁
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子、穐山浩：2019 年産日本産食品を対象と

した放射性核種（セシウム、ストロンチウム、

プルトニウム）の濃度測定と諸外国が設定し

たその基準値との比較、日本薬学会 第

141 年会、2021 年 3 月 26 日（金）～29 日

（月）、広島、オンライン開催 

2. 千葉慎司、中村公亮、鍋師裕美、堤智昭、

蜂須賀暁子、穐山浩：食品中の放射性セシ

ウムに関する公開検査データに基づく日本

産水産物の現状について、日本食品化学

学会 第 27 回 総会・学術大会、2021 年 6

月 10 日（木）～6 月 11 日（金）、川崎市 

3. 千葉慎司、中村公亮、木内隆、鍋師裕美、

堤智昭、蜂須賀暁子、穐山浩：果実とそれら

を加工した食品に関する公開放射性セシウ

ム検査データの経時的変化、日本食品化学

学会 第 28 回 総会・学術大会、2022 年 5

月 19 日（木）～20 日（金）、東京 

 

Ｆ．知的財産権の出願・登録状況 

なし 
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食品中放射性物質等の実態調査 

 

 

 

 

 

蜂須賀 暁子 
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厚生労働科学研究費補助金（食品の安全確保推進研究事業) 

 

食品中の放射性物質検査システムの評価手法の開発に関する研究（20KA1010） 

令和 2 年度～令和 4 年度 総合研究報告書 

 

食品中放射性物質等の実態調査 

 

研究分担者 蜂須賀暁子  国立医薬品食品衛生研究所生化学部主任研究官 

研究協力者 片岡 洋平 国立医薬品食品衛生研究所生化学部第一室長 

曽我 慶介 国立医薬品食品衛生研究所生化学部第二室主任研究官 

 

A. 研究目的 

平成 23 年 3 月 11 日の東京電力福島第一

原子力発電所事故により、放射性核種や化

学物質が環境中に放出されて食品に移行し

たことは、食品衛生上の大きな問題となっ

た。事故後は半年ごとに、人工核種である放

射性セシウム、放射性ストロンチウムおよ

びプルトニウムの食品からの内部被ばくに

ついての調査報告が厚生労働省の HP に公

表されており、それによると、環境中への飛

散量から最も影響が懸念される放射セシウ

ムにおいても、基準値である年間１mSv の

0.1%程度と推定されている。一方で、食品

には天然の放射性核種も含まれており、原

子力施設等からの人工核種の影響を正しく

評価するためにも、天然核種の状況を把握

食品からの内部被ばくは、事故で放出されたセシウム等の人工核種よりも天然核種由

来のものの方が大きく、水産物の摂取量が多い我が国においてはポロニウム 210 の影響

が大きいことがこれまでの研究により示唆されている。しかし、その推定被ばく線量は

データ数が少なく、実態は不明であることから、ポロニウム 210 の摂取量調査をマーケ

ットバスケット試料により行った。まず、測定方法として、放射能測定法シリーズ記載の

α線測定法および衛生試験法注解等を参考にし、カラム分離の有無について比較検討し

た。両者で良好な相関が認められ、カラム分離なしでも測定可能なことが示唆された。次

いで食品群ごとのポロニウム 210 濃度測定値から、摂取量を算出し、被ばく線量を推定

した。食品中のポロニウム 210 濃度測定の結果、食品群としては魚介類で高く、喫食量

をかけ合わせた摂取量から算出された預託実効線量は 0.3-0.5 mSv/y 程度となり、その

うちの約 8 割が魚介類に由来した。この魚介類の喫食量は全体として減少傾向にあり、

また若年者で少ないことから、現在の国民一人あたりのポロニウム 210 からの内部被ば

く線量の公称値とされる値（0.73 mSv/y）よりも低い可能性が示唆された。より正確な

食品中ポロニウム 210 のリスク評価を行うには、魚介類を主とした品目別、産地別、喫

食部位別の放射能濃度および年齢別の喫食量等の詳細なデータに基づく調査研究が必要

である。 
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しておくことは重要である。平成 29 年度か

らの震災に起因する食品中の放射性物質な

らびに有害化学物質の実態に関する研究」

において、原子力災害による汚染実態と近

年の食品に含まれる放射性核種に関する文

献調査を行い、人体に影響が大きい放射性

核種として考慮すべき核種等を探索し、我

が国においては天然放射性核種ポロニウム

210 による内部被ばく量が世界平均と比べ

て高く、人工放射性核種よりも寄与が大き

いことを示してきた。そこで本研究では、流

通する食品のポロニウム 210 の放射能濃度

を測定し、喫食量データおよび実効線量係

数を用いて食品からのポロニウム 210 の被

ばく線量を算出し（図１）、それらについて

考察する。令和２年度は 2 地域、令和 3 年

度は 4 地域の食品について調査検討を行っ

たが、令和 4 年度は、さらに地域数を増や

して調査し、また、新たな分析手法も含め

て、検討した。 

 

B. 研究背景 

国連科学委員会報告（UNSCEAR 2008 

report）によれは、自然放射線源から受ける

世界一人あたりの平均年間線量は 2.4 mSv

とされ、そのうち食物摂取に伴う被ばく線

量は 0.29 mSv であり、核種としては主にカ

リウム 40とポロニウム 210を含むウラン系

列核種が挙げられている（表１）。日本にお

ける一人あたりの自然放射線からの年間被

ばく線量は、原子力安全研究協会の「生活環

境放射線」によれば、1992 年版では 1.48 mSv、

2011 年版では 2.09 mSv、2021 年版でもその

値が引継がれ 2.1 mSv となっている。その

うち食物摂取に伴う被ばくは 0.98 mSv と見

積もられており、その根拠は太田らの報告

1)による食品中ポロニウム 210 から 0.73 

mSv、鉛 210 から 0.058 mSv である。 

食品からの内部被ばくは、従来は事故等

における人工核種が注目されていたが、平

常時では天然核種の方が影響が大きいこと

から、国際原子力機関（IAEA）は 2017 年以

来、国連食糧農業機関(FAO)及び世界保健機

関(WHO)と協働し、食品中の放射線量の管理

に向けた科学に基づく国際ガイダンスを各

国当局に提供するプロジェクトに取り組ん

できており、その取りまとめ文書が昨年末

に発出された（IAEA-TECDOC-2011、Safety 

Reports Series 114）。これらの報告書にお

いても、平常時の飲食物からの内部被ばく

では人工核種より天然核種の方が影響が大

きく、中でもポロニウム 210 の寄与が大き

いとされている。 

ポロニウムは、酸素と同じ第 16 属に属す

る元素番号 84 の元素で、全ての同位体が放

射性であり、安定同位体は存在しない。同位

体のうち、半減期が１日以上のものは、ポロ

ニウム 208（半減期 2.9 年）、ポロニウム 209

（半減期 102 年）、ポロニウム 210（138 日）

の 3 核種であり、いずれもα崩壊をする。

ポロニウム 210 はウラン系列（図２）に属

する天然放射性核種であることから生活環

境に広く存在し、α崩壊して安定核種であ

る鉛 206 に変わるが、α線以外の放射線を

ほとんど放出しないため、人体への影響と

しては内部被ばくが問題となる。人体には、

飲食物からの摂食やタバコの喫煙からポロ

ニウム 210 を直接取り込むほか、ウラン系

列の上流の核種の摂取（例えばラドン 222

の吸入）により取り込まれる。 

 

C．研究方法 

１）食品試料 

食品モデル試料として、国民健康・栄養調

査（平成 30 年度）を参考に食品を 13 種類

（米・米加工品、米以外の穀類、砂糖・菓子

類、豆類、果物類、緑黄色野菜、その他の野

菜・きのこ類・藻類、嗜好飲料類、魚介類、

肉類、乳類、調味料、飲料水）に分類し、分

類ごとに混合・均一化した混合試料を用い
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た。 

２）放射能標準溶液 

ポロニウム 209（半減期：102 年）標準硝

酸溶液と鉛 210（半減期：22.2 年）標準硝酸

溶液は Eckert&Ziegler 社製を購入した。 

３）食品中ポロニウム 210 の α 線分析 

既報 2)および衛生試験法・注解 2020 を参

照し、食品試料中の有機物を硝酸で湿式分

解したのち、キレート抽出クロマトグラフ

ィーによりポロニウムを分離し、電気分解

によりステンレス鋼板上にポロニウムを析

出し、そのα線を測定した。カラム分離を

行わない場合は、湿式キレート抽出クロマ

トグラフィーを省略して操作した。 

・湿式分解 

食品生試料 10 -100 g をビーカーに取り、

内部標準物質ポロニウム 209 硝酸標準溶液

（0.04 Bq 相当）、硝酸を加えて一晩漬け置

きした後、ホットプレート上で 120℃まで加

熱した。硝酸 30 mL と過酸化水素水 1 mL を

加え、乾固する操作を褐色の気体発生がな

くなるまで繰り返した。湿式分解終了後に、

6M 塩酸 10 mL を加え乾固直前まで加熱濃

縮した。 

・カラム分離 

カラム分離を行う場合は乾固直前の試料

に 4M 塩酸 20 mL を加えて加熱・懸濁し、

0.45 nm のメンブレンフィルターでろ過し

た。抽出カラムは Sr/Spec Resin 50-100 μm 

(Cartridges-2 ml、Eichrom Technologies社)を

使用し、4M 塩酸 20 mL を予め通液後、試料

ろ過液を負荷した。4M 塩酸 20 mL で洗浄

後、8M 塩酸 20 mL で鉛を溶出させ、次いで

6M 硝酸 4 mL を通液後、6M 硝酸 20 mL で

溶出した。溶出液を乾固直前まで加熱濃縮

し、6M 塩酸 10 mL を加え、乾固直前まで加

熱濃縮した（ポロニウム塩化物フォーム）。 

・電着 

ステンレス板（Φ24.5 mm, 薄さ 1.0 mm、

東京光電社）上にポロニウムを析出させる

ために、テフロン製の電解セルの底にステ

ンレス板（陰極）を固定し、アスコルビン酸

飽和溶液 1mlを入れ、ついで 0.5M塩酸 5 mL

で溶解したポロニウム塩化物フォームの乾

固直前試料を加えた。白金電極（陽極）を電

極間距離 5 mm に調整し、電解分析装置

ANA-2（東京光電社）を用いて 2 時間通電

した。電着後のステンレス板は、純水とアセ

トンで洗浄後、自然乾燥させて測定試料と

した。 

・α線測定 

ポロニウムを電着したステンレス板を、

450 mm2シリコン半導体検出器 PIPS（ミリ

オンテクノロジーズ・キャンベラ社）を用い

て 86,400 秒間測定し、α線スペクトロメト

リーを行った。データ解析には Genie 2000 

spectroscopy system software（ミリオンテク

ノロジーズ・キャンベラ社）を使用した。 

ポロニウム 210 の放射能濃度及びその統

計誤差を以下の式を用いて算出した。 

𝐴 ± 𝛥𝐴 = 𝑛・
𝐷

𝑛ௗௗ
・
1000

𝑊
 

±𝛥𝐴ඨቆ൬
𝛥𝑛
𝑛

൰
ଶ

+ ൬
𝛥𝑛ௗௗ
𝑛ௗௗ

൰
ଶ

+ ൬
𝛥(𝐷)

𝐷
൰
ଶ

ቇ 

 

ただし、APoおよび Δ APo：ポロニウム 210

放射能およびその統計誤差（Bq/kg）、nPoお

よび ΔnPo：ポロニウム 210 の正味計数率お

よびその統計誤差（cps）、D および ΔD：添

加したポロニウム 209 の放射能およびその

統計誤差（Bq）、nadd および Δnadd：ポロニウ

ム 209 の正味計数率およびその統計誤差

（cps）、W：試料重量（g）である。検出限

界値（LOD）は、𝐴 = 3𝛥𝐴 とした。LOD

以下となった不検出（ND）の測定値は、

LOD の半分（LOD/2）、0、LOD の３種類

で計算した。放射能濃度はカラム分離日、

および試料調製日に減衰補正した。 
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D．研究結果・考察  

１）食品中ポロニウム 210 濃度 

・分析条件の検討 

以前の検討（平成 29 年度～令和元年度

厚労科学研究）を踏まえ、既報 2)および衛

生試験法 2020を参考に分析条件を決定し

た。内部標準には、ポロニウム 210のα線

（5.304 MeV）とエネルギー差が大きいポ

ロニウム 209（4.883 MeV）を用いた。試

料量は、操作性と感度（目標検出下限値

0.02Bq/kg）を考慮して 25ｇを標準とし、

予想される食品中ポロニウム濃度および

喫食量、組成等を参考に増減した。すなわ

ち、十分に検出可能と予想される魚介類

は 10 g、喫食量が多い米類、飲料水は 100

ｇとした。なお、食品群のうち、ポロニウ

ム 210 が低濃度と予想される油脂類は測

定対象から除外した。湿式分解条件は、操

作性から、硝酸と過酸化水素水による湿

式分解とし、加熱は揮発による損失を避

けるため 130℃以下で行った。 

酸分解液中のポロニウムを金属板へ沈

着させる前のカラム分離の影響について

検討した。以前の検討（平成 29 年度～令

和元年度厚労科学研究）において、カラム

分離をせずに直接ステンレス板に電着す

る簡便な手法が、NIST 試料および流通食

品試料で良好な結果を示していたため、

本課題でも、その手法について検証を重

ねた。令和３年度は 3 地域（ただし、魚介

類は 9 地域）について、不検出と予想され

る飲料水を除く 12 食品群について全 86

試料で、令和４年度は同様に５地域（ただ

し、魚介類は 9 地域）について全 80 試料

でカラム分離の有無による測定結果を比

較した。 

全 166 試料のうち、両測定法で共に検

出されたものが 96 試料となった。魚介類

の 38 試料は全て 1.6 Bq/kg 以上、魚介類

以外の試料は 0.2 Bq/kg 以下となり、食品

試料群による濃度領域の違いが見られた

ものの、カラム処理の有無による回帰直

線を求めたところ、傾きは 0.9956、切片は

0.003、相関係数 R²は 0.99 と、良好な相関

が見られた。 

・食品中ポロニウム 210濃度 

線量評価のための食品中ポロニウム

210 濃度算出にあたっては、カラム処理有

りの方法を用いた。10 地域、13 食品群（た

だし、地域 CD は嗜好飲料、乳類、飲料水

を除く 10 食品群）、2 併行の測定結果を図

３に示す。測定試料の放射能濃度は、壊変

系列の上流核種からの影響を分断した時

点であるカラム分離日に減衰補正した。

魚介類が 2-15 Bq/kgで最も高く、ついで、

調味料、その他の野菜・きのこ類・藻類、

が 0.1-1 Bq/kg 程度であり、それ以外の食

品群は不検出～0.2 Bq/kg程度であった。 

次に、カラム分離日より前となる、試料

調製日のポロニウム 210 濃度を同様に減

衰補正により算出した。試料調製日から

測定日までが数ヶ月あったため、試料調

製日に補正した値はカラム分離日の約

2.6 倍（1.4～4.5）となった。カラム分離日

におけるポロニウム 210 は、食品調製日

においてポロニウム 210であった場合と、

親核種である鉛 210 から壊変により生じ

た場合が考えられるが、ここでは全てポ

ロニウム 210 からとして減衰補正してい

るため、鉛 210 の寄与が大きい場合は過

大評価していることになることに注意が

必要である。 

２）喫食量 

食品群別試料の濃度から被ばく線量推

定を行う場合には、食品中濃度と同様に

食品群別の喫食量データも重要である。

喫食量データには、国民健康・栄養調査の

結果が一般的に用いられる。なお、国民健

康・栄養調査では食品の摂取を摂取量と

しているが、本報告書内では食品の摂取
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は喫食量、ポロニウム 210 の摂取を摂取

量と記載する。令和元年度までの国民健

康・栄養調査によると、総数（1 歳以上）

の食品群別喫食率では、年次ごと若干の

変動はあるものの、喫食量の多い食品群

の上位３群は、嗜好飲料類、穀類、野菜類

の順で変わらず、この 3 群で毎年約 65%

となっている。食品中ポロニウムの濃度

が高かった魚介類の喫食量について、年

齢別に示したものが図４である。全年齢

層でこの 25 年間、減少傾向にあること、

高齢者の方が魚介類の喫食量が多い傾向

にあることが読み取れる。 

３）実効線量係数 

ICRP が Publication 72 で示している公

衆のポロニウム 210 の実効線量係数（μ

Sv/Bq）は、3 ヶ月児、1 歳、5 歳、10 歳、

15 歳、成人で、各々26、8.8、4.4、2.6、1.6、

1.2であり、離乳食前の 3ヶ月児を除くと、

同じ桁に収まる値となっている。ポロニ

ウム 210 は半減期が 138 日であり、実効

線量係数は、摂取後 1 年以降は変わらな

くなっている。 

４）内部被ばく線量推定 

実測した食品群中のポロニウム 210 の

濃度を、不検出を LOD/2 として試料調製

日に減衰補正して求め、2019 年度の国民

健康・栄養調査の喫食量データを用いて 1

日あたりのポロニウム 210 の摂取量を算

出した。ポロニウム 210 の放射能濃度

（Bq/kg）が高い食品群は魚介類であった

が、それに喫食量（g/d）をかけ合わせた

ポロニウム 210 の摂取量（Bq/d）において

も比率が高いのは魚介類であり、全体の 8

割程度（10地域平均 80.2±5.9%）となっ

た。今回、油脂類の測定値がないが、過去

の報告からポロニウム 210 摂取量への寄

与率は低いと考えられる。魚介類以外の

食品群の寄与率は、その他の野菜・きのこ

類・藻類が約 6%となっており、それ以外

の食品群は 4%以下となった。ポロニウム

210 はウラン系列に属する天然核種であ

ることから食品全般に存在すると考えら

れるが、その濃度は、上述したように魚介

類で高く、それ以外の食品群は低く、喫食

量の多い米が低濃度であったことから、

食品群ごとの寄与率として魚介類が突出

した。 

ポロニウム 210 の摂取量から内部被ば

く線量を算出した 8 地域の結果を表２に

示す。ポロニウム 210 の預託実効線量係

数は公衆成人の 1.2 μSv/Bq を用いた。ポ

ロニウム 210 が不検出となった場合の処

理法として 3 とおり（LOD／2、0、LOD）

の計算値を示すが、それらに大きな差は

なかった。カラム分離日換算（表２Ａ）で

は、ポロニウム 210 の 1日の摂取量が 0.6 

Bq 程度、年間摂取量が 220 Bq 程度、預託

実効線量が 0.3 mSv/y 程度となり、試料調

製日換算（表２Ｂ）では、ポロニウム 210

の 1 日の摂取量が 1.1 Bq 程度、年間摂取

量が 410 Bq 程度、預託実効線量が 0.5 Sv/y

程度となった。この値は、今回測定しなか

った食品群からの寄与（過小評価）、およ

び鉛 210 の影響（過大評価）により、変動

すると予想される。前者については、魚介

類に比較してそれ以外の食品のポロニウ

ム濃度は総じて小さいこと推測される。

後者については、鉛 210 の量および試料

購入からカラム分離日までの時間に依存

する。すなわち、試料調製日（購入日）か

らカラム分離日までの日数が 0 日であれ

ば、ポロニウム 210 の測定値に鉛 210 は

影響しないが、カラム分離日までの日数

が長くなり、鉛 210 の量が多くなるほど

ポロニウム 210 の測定値への影響は大き

くなる。太田ら 1)によれば、食品中からの

摂取量はポロニウム 210 が 610 Bq/y、鉛

210 が 85 Bq/y と報告されていることから、

この比率で存在していた場合、試料調製
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日からカラム分離日までの経過日数が

100 日、200 日、300 日の場合は、各々9%、

24%、48%の過大評価となる。経過日数が

200 日、300 日の場合は、割合が 19.2%、

32.4%、今回、6 地域（ABE-F）の測定にお

ける試料調製からカラム分離までは平均

164 日、2 地域（NO）では平均 130日であ

ったことから、鉛 210 がこの割合で存在

する場合は、試料調製日に減衰補正した

値は 1-2 割過大評価となっている可能性

がある。表２Ａのカラム分離日からの算

出では、カラム分離日までの減衰補正が

行われていないため過小評価、表２Ｂの

試料調製日からの算出では、鉛 210 によ

る過大評価となっているため、実際の被

ばく線量は、表２Ａと２Ｂの間にあると

考えられる。 

日本のポロニウム 210 の摂取量につい

ての報告内容を表３に示す。UNSCEAR 

2000 Reportによると、世界平均で 58 Bq/y、

国・地域別で 18-220 Bq/y となっており、

日本はそれらの最大値となっている。各

論文の報告値では数値のバラツキが大き

いが、杉山ら 3)の年間摂取量 120-670 Bq が

全体像を網羅していると考えられる。こ

れは、全国 7 地域のマーケットバスケッ

ト調査で、各地の 1 日摂取量は 0.34-1.84 

Bq と報告されており、算術平均を求める

と 0.67 Bq/d（240 Bq/y）となる。 

太田ら 1)は 137 種類の食品から 9 核種

の被ばく線量を報告しているが、そのう

ちのポロニウム 210 については、年間の

摂取量 610 Bq、その預託実効線量は 0.73 

mSv で、そのうち魚介類の寄与は 86%と

している。調査した魚介類は 27 試料で、

ポロニウム 210の濃度は 0.02-120 Bq/kgと

４桁に渡っており、これらの値から魚介

類全体の濃度を算出し、摂取量を推定し

ている。線量推定計算の喫食量は 2002 年

度の国民健康・栄養調査の結果を用いて

いるが、前述したように魚介類の喫食量

は近年、減少しており、現在では当時の 7

割強となっていることから、喫食量の側

面から、内部被ばく線量は低下してきて

いると予想される。 

この太田ら 1)の報告値に基づき、食品中

ウラン壊変系列からの被ばく線量の合計

0.80 mSv/y（ポロニウム 210：0.73 mSv/y、

鉛 210：0.058 mSv/y、ラジウム 226：0.012 

mSv/yほか）が、表１に示したように「 生

活環境放射線 第３版」に引用され、事実

上、公称値として扱われている。 

国民一人あたりの平均内部被ばくを評

価するためには、食品からの摂取量情報

が必要である。前述したように、ポロニウ

ム 210 はウラン壊変系列に属する天然核

種であることから、地球上に広範囲に存

在し、ほぼ全ての食品に含まれていると

考えられるが、その濃度分布には偏りが

あり、魚介類で高いことが本研究も含め

て報告されている。このことから摂取量

調査としては、陰膳試料よりもマーケッ

トバスケット試料を用いて食品群の寄与

率を求め、寄与率の高い食品群の食品品

目を精査していく手法が適していると考

えられる。マーケットバスケット試料か

らの摂取量調査手法では、食品中濃度と

喫食量の情報が必要である。寄与率が高

い魚介類だけを取り出してもその食品種

類は多く、国民健康・栄養調査でも 10 種

に分類されており、農林水産省の水産物

流通調査では 80 以上に分類されている。

また、ポロニウム 210 の親核種であるウ

ラン 238 の環境中の濃度分布は幅広く、

例えばその影響を受けている飲料水中の

ウラン 238 は 7 桁に及ぶ濃度分布が

UNSCEAR 2008 report で報告されている

ことから、子孫核種であるポロニウム 210

の環境中の濃度も幅広いことが予想され

る。魚介類は生育環境、特に海水の影響が
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大きいと考えられるが、魚介類の個体中

においてもポロニウム 210 の分布は一様

でなく、内臓（肝、中腸線）で高いことが

知られている。さらに、放射性物質では預

託実効線量係数が年齢に依存する。これ

らのことから、食品からのポロニウム 210

の摂取量を求めるためには、食品品目、産

地、喫食部位別の放射能濃度および年齢

別の喫食量の詳細なデータに基づく調査

研究が必要である。その際、上流核種であ

る鉛 210 の影響についても考慮する必要

がある。 

 

Ｅ．結論 

有事の人工放射性核種からの危険度を

判断するためには、有害事象の知識だけ

でなく、平常時の状態を正確に把握して

いることも重要である。放射線リスク評

価においては人工放射性核種だけでなく

天然放射性核種からの影響も調べておく

必要がある。食品からの内部被ばくは、事

故で放出されたセシウム等の人工核種よ

りも天然核種由来のものの方が大きく、

水産物の摂取量が多い我が国においては

ポロニウム 210 の影響が大きいことがこ

れまでの研究により示唆されている。し

かし、その推定被ばく線量はデータ数が

少なく、実態は不明であることから、ポロ

ニウム 210 の摂取量調査をマーケットバ

スケット試料により行った。その結果、食

品中ポロニウム 210 から算出された預託

実効線量は 0.3-0.5 mSv/y 程度となり、こ

のうちの約 8 割が魚介類に由来した。現

在の国民一人あたりのポロニウム 210 か

らの内部被ばく線量の公称値とされる値

は 0.73 mSv/y となっているが、この算出

根拠時点よりも魚介類の喫食量が減少し

ていることや今回の推定値から、0.73 

mSv/yよりも低い可能性が示唆された。親

核種であるウランの環境中の分布に偏り

があること、食品中のポロニウム 210 の

濃度分布が幅広いこと、摂取量において

寄与率の高い食品群である魚介類を構成

する食品の種類が多いこと、魚介類の個

体内においても濃度分布に偏りがあるこ

と、魚介類の喫食量に年齢差があること、

預託実効線量係数に年齢区分があること

から、より正確な食品中ポロニウム 210の

リスク評価を行うためには、魚介類を主

とした食品別、産地別、喫食部位別の放射

能濃度および年齢別の喫食量等の詳細な

データに基づく調査研究が必要であり、

今後の課題と考えられる。 
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表１ 自然放射線源から受ける一人あたりの年間線量  
 

被ばく線源 
年実効線量 (mSv/y) 

世界平均* 
（典型的範囲） 

日本** 日本*** 

宇宙放射線－直接電離および光子成分 0.28   

      －中性子成分 0.10   

宇宙線生成放射性核種 0.01   

宇宙線と生成核種の合計 0.39（0.3～1.0） 0.29 0.3 

 外部大地放射線－屋外 0.07   

        －屋内 0.41   

屋外と屋内の合計 0.48（0.3～0.6） 0.38 0.33 

吸入被ばく－ラドン（Rn-222） 1.15  0.37 

      －トロン（Rn-220） 0.10  0.09 

      －喫煙（Pb-210、Po-210 など）   0.006 

      －他のウランおよびトリウム系列  0.006  0.006 

吸入摂取被ばくの合計 1.26（0.2～10） 0.59 0.47 

食品摂取被ばく－カリウム K-40 0.17  0.18 

        －ウランおよびトリウム系列 
           うち Po-210、Pb-210 

0.12 
   0.80 

    0.788 

        －炭素 14   0.014 

        －トリチウム   0.0000082 

経口摂取被ばくの合計 0.29（0.2～0.8）  0.22 0.99 

合計 2.4（1～13） 1.48 2.1 

出典データ 

*世界平均 UNSCEAR 報告書（2008 年） 

**日本平均 原子力安全研究協会「生活環境放射線」（1992 年） 

***日本平均 原子力安全研究協会「生活環境放射線 第 3 版」（2020 年） 

（原子力安全研究協会「新版 生活環境放射線」（2011 年）と同じ） 
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表２Ａ 食品中ポロニウム 210 からの被ばく線量推定（カラム分離日換算） 

 

 

 

表２Ｂ 食品中ポロニウム 210 からの被ばく線量推定（食品調製日換算） 

 

食品全 13 群の測定値より不検出を LOD/2、0、LOD として算出したときの各濃度、20 歳以上の喫食量、預託実

効係数：公衆成人の 0.0000012 Sv/Bq を用いて算出 

 

  

 ポロニウム210摂取量  ポロニウム210摂取量  ポロニウム210預託実効線量

地域 （Bq/d） （Bq/y） （mSv/y）
ND=LOD/2 ND=0 ND=LOD ND=LOD/2 ND=0 ND=LOD ND=LOD/2 ND=0 ND=LOD

A 0.32 0.32 0.33 119 118 120 0.14 0.14 0.14
B 0.40 0.40 0.41 148 147 149 0.18 0.18 0.18
E 0.54 0.51 0.57 197 187 209 0.24 0.22 0.25
F 1.09 1.07 1.11 397 389 406 0.48 0.47 0.49
G 0.56 0.54 0.59 206 199 214 0.25 0.24 0.26
H 1.02 1.01 1.05 372 368 382 0.45 0.44 0.46
N 0.56 0.56 0.57 205 203 207 0.25 0.24 0.25
O 0.41 0.40 0.39 150 145 143 0.18 0.17 0.17
平均 0.61 0.60 0.63 224 219 229 0.27 0.26 0.27

 ポロニウム210摂取量  ポロニウム210摂取量  ポロニウム210預託実効線量

地域 （Bq/d） （Bq/y） （mSv/y）
ND=LOD/2 ND=0 ND=LOD ND=LOD/2 ND=0 ND=LOD ND=LOD/2 ND=0 ND=LOD

A 0.70 0.69 0.72 255 254 262 0.31 0.30 0.31
B 1.03 1.02 1.05 376 374 382 0.45 0.45 0.46
E 1.21 1.16 1.26 440 425 461 0.53 0.51 0.55
F 1.38 1.35 1.42 504 492 519 0.60 0.59 0.62
G 0.73 0.70 0.77 268 255 283 0.32 0.31 0.34
H 2.45 2.41 2.52 893 881 921 1.07 1.06 1.11
N 0.83 0.82 0.84 303 300 306 0.36 0.36 0.37
O 0.60 0.59 0.59 221 214 214 0.27 0.26 0.26
平均 1.12 1.09 1.15 408 399 419 0.49 0.48 0.50
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表３ ポロニウム 210 の摂取量調査  

 

国 

摂取量 

(Bq/y) 

預託 

実効線量 

(ｍSv/年) 

 

調査方法 

 

調査期

間 

 

備考 

 

文献 

日本 610 0.73 137 種類の

食品 

1989-

2005 

 1) Ota T et al.,  

Jpn. J. Health Phys., 

44:80-88(2009) 

日本 120 

-670 

0.15 

-0.81 

153-174 種

類 /地域の

食品を用い

たﾄｰﾀﾙﾀﾞｲｴ

ｯﾄｽﾀﾃﾞｨ 

2007-

2008 

調査地域：札幌、仙

台、新潟、横浜、大

阪、高知、福岡 

3) Sugiyama H et al.,  

J. Toxicol. Sci.,  

34:417-425(2009) 

日本 220 0.053 

〔0.26*〕 

陰膳 240 試

料 

1990-

1992 

調査地域：石川 4) Yamamoto M et al.,  

J Radioanal Nucl Chem 

279:93-103(2009) 

日本 190 

-470 

0.23-0.57 陰膳 80 試料 2006-

2010 

調査地域：青森 

加重平均 194 Bq/y 

➝0.23 mSv/y 

5) Ohtsuka Y et al.,  

Health Phys  

105:340-350 (2013) 

世界 

(日本) 

58 

(220) 

➝0.07 

(➝0.26) 

  世界各国： 

18-220 Bq/y 

➝0.02-0.26 mSv/y 

UNSCEAR 2000 report 

* 論文中では ICRP Pub68(1994)の預託実効係数 2.4E-07 Sv/Bq を使用して 0.053 mSv となっている

が、ICRP Pub72(1995)の 1.2E-06 Sv/Bq で計算すると 0.26 mSv となる。 
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1 日摂取量 (Bq/日) =Σ〔食品群ごとの濃度 (Bq/g) ×食品群ごとの喫食量 (g/日) 〕 

各群試料中のポロニウム 210 濃度(Bq/g)に、該当群の１日喫食量(g/日)を乗じ、 

その食品群ごとの値を足し合わせて、1 日に摂取する量(Bq/日)を算出する。 

 

1 日摂取量 (Bq/日) ×365 (日/年) × 預託実効線量係数(Sv/Bq) = 1 年あたりの預託実効線量(Sv/年) 

算出した一日摂取量に 365 を乗じて、１年に摂取する量(Bq/年)とし、さらにポロニウム 210 の

預託実効線量係数(Sv/Bq)を乗じて、1 年当たりの預託実効線量(Sv/年)を求める。 

 

図１ 食品中ポロニウム 210 の被ばく線量評価 

 

 

 

 

図２ ウラン壊変系列図 

4.5x109y 等は矢印の反応の半減期を示す  
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図３ ポロニウム 210 の一日摂取量 （カラム分離日換算、ND＝LOD/2） 

各地域は油脂類を除く 13 群を測定。ただし、地域 CD は、嗜好飲料、乳類、飲料水を除く 10 群に

よる。 

 

 

図４ 魚介類喫食量の経時変化（年齢別） 

 

0

20

40

60

80

100

120

140

1995 2000 2005 2010 2015 2020

喫
食

量
（

g/
d ）

年度

総数

1-6歳

7-14歳

15-19歳

20-29歳

30-39歳

40-49歳

50-59歳

60-69歳

70歳以上

80歳以上
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消費者への食品検査及び安全性情報伝達方法に関する検討 
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厚生労働科学研究費事業費補助金 食品の安全確保推進研究事業 

食品中の放射性物質等検査システムの評価手法の開発に関する研究 

（２０ＫＡ１１０１） 

令和2～4年度 総合研究分担報告書 

 

研究分担課題：消費者への食品検査及び安全性情報伝達方法に関する検討 

 
研究分担者 畝山智香子   国立医薬品食品衛生研究所安全情報部 

研究協力者 登田美桜   国立医薬品食品衛生研究所安全情報部第三室 

與那覇ひとみ   国立医薬品食品衛生研究所安全情報部第三室 

 
 

A. 研究目的 
平成 23 年 3 月の東京電力福島第一原子力発

電所事故により、放射性物質が環境に放出され

て食品に移行したことは食品衛生上の大きな

問題となった。現在、原子力災害対策本部で決

定したガイドラインに従って地方自治体が検

査計画を作成し、それに基づいた監視体制が取

られている。一方国内流通する食品の検査結果

からは基準値超過率が極めて低いことが確認

され続けている。それにもかかわらず、依然と

して国内外に風評被害が存在し、消費者の食品

検査についての理解と納得が得られていない。

特に政府が 2023 年に開始を目指すとした福島

第一原子力発電所敷地内に貯まり続けるトリ

チウムなどの放射性物質を含む ALPS 処理水の

海洋放出に関連するニュースが流れるように

なると風評被害という言葉が再び頻出するよ

うになっている。この研究課題では「震災に起

因する食品中の放射性物質ならびに有害化学

物質の実態に関する研究」で明らかにしてきた

消費者への適切な情報提供の重要性を踏まえ、

引き続き食品の安全性情報の伝え方と消費者

意識調査を継続的に行い、安全から安心に繋げ

る方法の検討を行う。 

 

B. 研究方法 
食品中放射能の検査ガイドラインの見直し

に関連して、食品に設定されている各種汚染物

質の「基準値」についての意識調査を行った。

食品の安全に関する講義を行った際に食品中

要旨 平成23年3月の東京電力福島第一原子力発電所事故により、放射性物質が環境に放出さ

れて食品にも移行した。その後食品中の放射性物質に関して新たに基準が設定され、国内外

で検査が行われ、膨大な数の検査データが得られている。事故から約10年が経過し、これま

でのデータからは現在市場に流通している食品にほとんど放射性物質は検出されていないこ

とが示されていて、適切なリスク管理の視点から検査体制の見直しが検討課題となっている。

一般の消費者に食品検査の状況が周知されているとは言い難く、いまだに被災地への風評被

害が問題となっていて処理水の放出に関するニュースで風評の再燃が懸念されている。この

課題ではこれまで「食品の基準値」に関する一般的認識を調査し、放射性物質の基準以前に

食品の基準値の意味が理解されていないことを明らかにしてきた。今回も継続して食品の基

準値の理解と食品安全意識についての調査を行った。放射性物質に限らず、食品中の望まし

くない物質とその基準値の設定に関する理解度が、食品安全への信頼と関連する可能性を見

いだした。食品にゼロリスクを要求することと食品安全への不安が関連する可能性から、食

品そのものに避けられないリスクについてのより一層のコミュニケーションを引き続き推進

する必要があると考える。 
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汚染物質の基準値についてアンケートを行っ

た。アンケート内容は資料 1 に示す。アンケー

トへの回答は講義の前でも後でも可能とし、区

別はしていない。対象にしたのは大学生や食品

企業の社員、消費者団体関係者、生協組合員等

で、研究課題のために講義を行った場合と、別

のプログラムで行った講義の際に本研究課題

への協力を依頼した場合とがあるが、集計では

両者を区別していない。講義内容は全く同じで

はないが、「震災に起因する食品中の放射性物

質ならびに有害化学物質の実態に関する研究」

での知見である、①食品への全体的不安は食品

に関する専門知識があるほうが小さい、②放射

線以外の食品のリスクについての情報を提供

されることで放射射への不安やリスク受容の

程度が変わる場合もある、ことを踏まえて、食

品リスクを全体的に提示する内容である。放射

線リスクや食品の放射性物質基準に特化した

内容は、特に説明して欲しいという希望が無か

ったので含まれない。各年度ごとの結果は年度

別の報告書に記した。総合報告書では 3 年間を

通じて同じ学校の同じ学年で調査できた 3校を

とりあげて学校別の年次変化をまとめた。 

 

C. 研究結果 
アンケート結果は資料 2に示す。ここで A 大

学とC大学は同じ地震と津波の被災地県の国立

大学と公立大学、B 大学は首都圏の私立大学、

B 大学と C 大学は同じ学部、学年は全て 2-3 年

生で、専攻は全て理系（農学及び薬学）である。 

 

 

D. 考察 
 1. 全体として、食品に定められている各種汚

染物質の「基準」についてはコメのカドミウム

については現行の国内基準の 0.4 mg/kg を支持

する割合が高いがコメのヒ素については国際

基準の 0.2 mg/kg と現行の基準なしへの支持が

拮抗する。食品中の放射性セシウムについては

現行基準の 100 Bq/kg への支持率が高い。食品

の安全については概ね安全だと思っていて、

「とても不安」を選ぶ人は極めて希である。そ

のうえで、ごく僅かではあるが学校毎に一貫し

た差があった。 

2. A大学が一貫して B大学及び C大学より現在

の日本の基準値を支持する割合が高く、食品が

安全だと思っている割合も高い。年度による多

少の増減はあるものの、傾向は同じである。従

ってこの場合の食品への信頼を高める要因は

居住地域（被災地かそうでないか）とは関係な

いと思われる。興味深いのは食品の安全につい

て「あまり心配していない」と「安全だと思っ

ている」の合計、つまり食品安全に関して概ね

信頼していると回答した人の割合は、食品中の

放射性セシウムの望ましい基準値として、検出

限界以下を選んだ人の割合と逆相関するよう

に見えることである。つまりたとえ極めて厳し

い基準値以下であっても、食品中に放射性物質

が存在することが許容できないと考える人で

は、食品の安全性一般が信用できず食品への不

安も高い可能性があるのではないだろうか。現

実として食品には天然に放射性物質が含まれ

るので、原子力発電所事故由来の放射性セシウ

ムだけにこだわってもあまり意味はないと考

えることができるかどうかは食品安全への信

頼と関連するだろう。専門教科はまだそれほど

多くは履修していない段階での A 大学の他の

大学との最も大きな違いは難易度である。 

3.これまでのアンケート結果及び自由記述部分

も含めて、堅固な先入観を持つ前の学生のほう

が、既に一定の方針をもっている成人より食品

リスクについてのコミュニケーションへの反

応が良いと感じている。食品業界の社会人と学

生では当然業界人の方が知識や経験が多く食

品への信頼も高い傾向にあるが、学生であって

も関連分野を専攻する学生は理解及び信頼を

構築しやすい。将来コミュニティのオピニオン

リーダーになる可能性のある大学生を集中的

にリスクコミュニケーションの対象にするこ

とは有効な戦略の一つだと思われる。   

 

 

F. 研究発表 
 1. 論文発表 
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1) Chikako Uneyama, Considering Risks of Food 

and Radiation–Cancer Risk Assessment– Insights 

Concerning the Fukushima Daiichi Nuclear 

Accident Volume 1: Fears and Concerns Just After 

the Accident, and Anxiety about Radiation, 264-269, 

Atomic Energy Society of Japan, Published Online 

on April 2021 

2) 畝山智香子 北米のベビーフード騒動と日本

の報道 畝山智香子 公研 2021 6（694） 12-

13 

3) 畝山智香子 食料安全保障と食品の基準 公

研 2022.6（706） 14-15 

4) 畝山智香子 食品安全確保のためのリスクコ

ミュニケーション 獣医公衆衛生研究 25(2), 18-

22(2023) 

 

 2. 学会発表 

1) 食品中化学物質の安全性に関するリスクコ

ミュニケーション 日化協 LRI 研究報告会シン

ポジウム 2年 8 月 21 日 

2) 畝山智香子、蜂須賀暁子、登田美桜、與那覇

ひとみ、食品中汚染物質や放射能基準は人々に

どう受け止められているか、 2022 年 3 月 26

日、日本薬学会 第 142年会（名古屋） 

 
G. 知的財産権の出願，登録状況 

なし 

 

 

 

H. 健康危機情報 

 なし 
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資料 1 アンケート用紙 

１．食品に含まれる望ましくない成分の基準値についての意見をお聞かせ下さい。 

国際基準と日本の基準が同じではないものについて、どれがいいと思うか○をつけて下さい。 

 

●コメのカドミウム 

・0.2 mg/kg （中国） 

・0.4 mg/kg （コーデックスによる国際基準、現在の日本の基準） 

・1.0 mg/kg（玄米） （昭和 45 年から平成 22 年までの日本の基準、実際には 0.4 mg/kg で運用） 

・基準なし 

 

●コメのヒ素 

・乳幼児用食品向けの米 0.1 mg/kg （EU） 

・精米 0.2 mg/kg（コーデックスによる国際基準） 

・基準なし （現在の日本） 

 

●食品中の放射性セシウム（セシウム 134 と 137 の和） 

・検出限界未満（機器により検出下限は異なる。ゼロではない。 ） 

・100 Bq/kg 以下（現在の日本の基準） 

・370 Bq/kg 以下（チェルノブイリ事故後の日本の輸入食品に対する基準） 

・500 Bq/kg 以下（原子力発電所事故後の日本の暫定基準） 

・1000 Bq/kg 以下（コーデックスによる国際基準） 

・基準なし 

 

２．普段食品の安全性を心配していますか。当てはまる項目に○をつけて下さい。 

 

とても不安 ・ やや不安 ・ あまり心配していない ・ 安全だと思っている 

 

また何が安全上の問題だと思うか自由にお書き下さい。（複数可） 

 

 

 

 

 

 

ありがとうございました 
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資料 2 アンケート結果のまとめ（3 年分） 

I. 全体 

単位% 

年 コメのカドミウム コメのヒ素  
0.2mg/kg 0.4mg/kg 1.0mg/kg 基準なし 0.1mg/kg 0.2mg/kg 基準なし 

2020 9.9 81.1 7.0 2.1 11.6 51.9 36.5 
2021 15.0 75.0 8.3 1.7 16.4 53.8 29.8 
2022 14.8 69.1 12.2 3.9 21.7 42.7 35.6 

 

食品中の放射性セシウム 

検出限界 
未満 

100Bq/kg 
以下 

370Bq/kg 
以下 

500Bq/kg 
以下 

1000Bq/kg 
以下 

基準なし 

3.1 65.2 10.6 7.9 13.2 0.0 
10.1 60.9 12.2 6.9 9.2 0.6 
9.0 58.0 9.7 7.6 12.6 3.1 

 

食品の安全性  

とても不安 やや不安 あまり心配し

ていない 
安全だと思って

いる 
「あまり心配していない」

と「安全だと思っている」

の合計 
1.2 13.2 70.0 15.6 85.6 
0.8 17.3 65.3 16.6 81.9 
0.9 18.9 63.2 17.0 80.2 
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II. 各大学の三年間の合計 

  
コメのカドミウム コメのヒ素  
0.2mg/kg 0.4mg/kg 1.0mg/kg 基準なし 0.1mg/kg 0.2mg/kg 基準なし 

A 3.8 85.4 8.0 2.8 5.2 46.2 48.6 
B 19.1 66.2 11.6 3.0 21.3 46.8 31.9 
C 12.4 78.8 6.9 1.8 20.9 55.3 23.7 

 

食品中の放射性セシウム 

検出限界 
未満 

100Bq/kg 
以下 

370Bq/kg 
以下 

500Bq/kg 
以下 

1000Bq/kg 
以下 

基準なし 

1.9 65.9 11.4 10.0 10.4 0.5 
11.9 53.0 12.6 8.5 12.3 1.7 
6.1 70.0 7.0 3.3 11.7 1.9 

 

食品の安全性  

とても不安 やや不安 あまり心配し

ていない 
安全だと思って

いる 
「あまり心配していない」

と「安全だと思っている」

の合計 
0.9 10.7 68.8 19.5 88.4 
1.2 19.9 64.4 14.6 79.0 
0.5 16.4 65.9 17.3 83.2 

 

 

グラフ 

コメのカドミウム 

  

 

 

 

A大

0.2mg/kg 0.4mg/kg

1.0mg/kg 基準なし

B大 C大
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コメのヒ素 

 

 

  

食品中の放射性セシウム 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

A大

0.1mg/kg 0.2mg/kg

基準なし

B大 C大

A大

検出限界未満 100Bq/kg

370Bq/kg 500Bq/kg

1000Bq/kg 基準なし

B大
C大
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食品の安全 

 

   

 

 

「あまり心配していない」と「安全だと思っている」を選んだ人の合計 

 

A 大 88.4 
B 大 79.0 
C 大 83.2 

 

 

  

A大

とても不安 やや不安

あまり心配

していない

安全だと

思っている

B大
C大

0.0
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90.0

100.0

A大 B大 C大

「あまり心配していない」と「安全だと思っている」の合計
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III. 一部の項目の年次変化 

①コメのカドミウム 0.4mg/kg を選んだ人の割合  
A 大 B 大 C 大 

2020 84.6 75.5 85.1 
2021 82.9 68.2 76.6 
2022 87.7 60.0 75.3 

 

 

 

 

②コメのヒ素  基準なしを選んだ人の割合  
A 大 B 大 C 大 

2020 50.0 33.3 25.4 
2021 43.5 28.0 20.0 
2022 52.3 33.6 26.0 

 

 

50.0

55.0

60.0

65.0

70.0

75.0

80.0

85.0

90.0

2020 2021 2022

コメのカドミウム 0.4 mg/kg

A大 C大 B大
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③食品中の放射線セシウム 検出限界以下を選んだ人の割合  
A 大 B 大 C 大 

2020 2.6 3.6 3.0 
2021 1.4 16.7 8.0 
2022 1.6 12.8 6.9 
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